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第1章 序 論

1－1　概　　説

　土を締固めて作られた構造物は古来より多くみられる．現存する大規模構造物とし

ては、4～5世紀に作られたといわれる古墳がその代表的なものではなかろうか。

古墳の場合、支配者がその権力を誇示する目的で作るメモリアルであり、長い年月を

かけて比較的安定性のよいものが作られたようである。

　近世に入り、土を用いた構造物は単なるメモリアルではなく、より実用性の高い

道路、堤防などにかわってきた。これにともない、土の締固めはより短期間に、より

大きな強度を発揮させるための技術として認識されるようになり、これが現在の締固

め施工へと受け継がれてきたものと考えられる。このように、土の締固めは長い歴史

の申で経験の積み重ねにより作られてきた概念であり、また技術であるといえよう。

　経験の技術として発達してきたr土の締固め』が工学的な研究対象として取り上げ

られるようになったのは、1933年、R．R．Proetorが彼の論文の中で、土の締固めに関

する基本的考え方を発表してからであるD。それ以来、多くの技術者、研究者が土の

締固めに関する諸問題を解明しようと努力を払ったが、この研究も短期間のうちに

下火になってしまった感がある。これは、土の締固めに関する問題がすべて解決され

たからというよりも、むしろ、研究の方向が発散してしまい、多くの事が明らかに

されないまま研究が行き詰まってしまったためと考える方が正解のようである。その

結果、実際の現場におけるr経験に基づく技術』のみが進歩し、現在の締固め施工の

考え方が形成されたものと考えられる。

　本論文は、　r経験に基づく技術』としての傾向が強い土の締固めの諸問題を取り上

げ、これらを、理論的な裏付けのもとに再検討することを目指すものである。

　一口に、土の締固めといってもこれに関する問題は非常に多い。思いつくものを

列挙すると、

1
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1．締固め曲線の意味、土の締固め機構等、土の締固め原理に関する問題

2・土の締固め特性、ならびに強度、変形性、透水性等の締固め土の力学特性に関す

　る問題

3・所定の構造物を作るのにどこまで締固めなければならないかという施工基準の

　問題

4・どのような方法により締固めればもっとも効率よく所定の締固めが達成できるか

　という施工法の問題

5・いかにして締固まり具合を判定するかという締固め度の計測の問題

　この他にも数多くの問題があるが、1．と2．は主に土の力学特性に関連するもので

あり、3．4．5．は施工法に関する問題である。当然、これらの問題は単独に存在する

わけではなく、互いに関連して議論されるべき問題である。

　本研究では、土の締固めに関するこれらの諸問題のうち、主に後者の締固め施工に

関する問題を取り上げ、これに再検討を加えていくが、これらの考察では、前者の土

の力学特性に関する考え方ができるだけ反映されるように注意を払った。

　本研究の概略を説明する前に、次節で現在の締固め施工を見直し、その問題点を考

えていくことにする。

1－2　従来の締固め施工とその問題点

　転圧用ローラを用いて道路盛土を造成する場合を考える。従来、最も一般的に行わ

れてきた施工法では、まず、現場の土を用いて実験室で突固め試験を行い、締固め曲

線、最大乾燥密度ρdmax、最適含水比W。ptを求める。次に実際に転圧用ローラを用

いて土を締固め、得られた土の乾燥密度ρdfの突固め試験から求めたρdmaxに対する

比Cdの値により締固め施工管理（D値管理法）を行う2）。たとえば、

　　　盛土路床　　JIS　A　1210第1法のρdmaxに対し　Cd＞90駕

　　　路床、路盤　　　』IS　A　1210第1法のρdmaxに対し　　Cd＞95駕

であれば、施工管理基準を満たしていると判定するわけである。

2



このプロセスを図示すると、図1－1のようになる。

突　　固 め　　試 験
ll

ρd頂ax、 wOptの決定
ll

1｜

施工管理基準の決定
ll

締　　固 め　　施 工　　1

締　固　め 度　の　判 定

盛土構造物の設計

締固め土の力学特性の評価

’

図1－1　従来の締固め施工のプ回セス

　通常、大規模で重要な構造物の造成にあたっては、締固めた土の強度、変形性、

透水性といった力学特性も調べられるが、突固め試験の結果を重視する傾向が強く、

土の力学特性との関連が明確でない場合が多いのが現状である。そこで、Cd値に

よる締固め施工管理法について詳しく考えてみることにする。

　Cd値が90％、すなわち、現場で測定された締固め土の密度が突固め試験より得

られた最大乾燥密度ρdmaxの90％というと、ある程度、締固まっているかのように

聞こえるが、本当にそうなのであろうか。

　図1－2は締固めた土の強度と密度との関係を簡単な室内実験により調べた図であ

る．ここで用いている土の強度Rsとは地盤に薄い鋼板を貫入し、これを転倒させる

ときの抵抗により算出される指数であり、土のせん断抵抗を表わすものである3）。こ

の図では砂質ロームの4種類の含水比に対する実験結果がプロットされているがq）、

いずれの含水比についても土の強度が密度により大きく変化することがわかる。

3



　ここで、含水比が9．99Xの場合につい

て、90％密度の意味を考えてみる。

ρdmaxが1．7　g／cm3であったと仮定する

と、その90％密度は、　1．53g／c匝3で

ある。このとき、それぞれの密度に対す

る土の強度は、

　ρd＝1．7g／c田3　：Rs＝6．8×105N／m3

　ρd＝1．53g／cm3　：Rs＝3．3×105N／m3

となり、密度が90％でも強度は1／2以

下にまで小さくなることがわかる。すな

わち、密度が基準密度の90％であるか

らといって、強度も90％あるわけでは

なく、一般に強度は密度の変化に対して

0．8

60

40

（的∈＼Zも←X）

E
　O．2

0
1．0　　1．2　　1．4　　1．6　　1．8　　2．O

Dry　Density（×103kg／m3）

図1－2　締固め土の強度～密度関係

非常に敏感であるということに注意する必要がある。土の強度を十分考慮して締固め

施工管理基準を決定する場合は問題ないが、突固め試験結果にもとつくD値管理法に

のみ依存するのは非常に危険であると考えられる。

　現在の締固め施工におけるもう1つの問題として室内試験と現場試験との対応の問

題がある．もともと、突固め試験等の室内締固め試験は現場での締固めを想定して

考案されたものであるが、現場での締固めが多様化した現在においては、室内締固め

試験は、前述の締固め施工基準を決定したり、あるいは、各種の土の相対的な締固め

特性を調べるのに用いられる程度である。このため、現場で用いる締固め機械の機種

の選定、転圧回数、まき出し厚さ等の施工条件の決定に際しては、大規模な盛立試験

を行うか、単に経験に頼っているのが現状である。しかし、室内試験を有効に利用す

れば、現場の締固めに関するより多くの情報を得ることも可能であり、このための

研究も必要であると考えられる．
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1－3　本論文の概要

　前節で述べたように、現在の締固め施工には、大きな問題点がある。本論文では、

より合理的な締固め施工法の確立を試みる。

　図1－3は、本研究で提案する締固め施工法

のプロセスである．図に沿って説明すると、

①まず、造成する盛土の設計より、盛土がその

機能を果たすために必要とされる土の強度・変

形性・透水性といった力学特性が決まる．

②次に、土がこの力学特性を示すために必要な

間隙比、含水比等の施工基準を決定する。施工

基準は、強度、変形性、透水性といっいた力学

特性を直接用いてもよいが、これらをまとめて

評価できるということと、計測が容易であると

いう点から、間隙比（密度）と含水比を用いる

のが便利であろう。また日本の土の場合、比較

的自然含水比が高いため、施工時に散水して含

水比を高めることは少なく、土取場から採取し

た土をそのまま使用することが多いので、含水

比は自然含水比の値に固定し、間隙比（密度）　　図1－3　合理的な締固め施工法

のみを施工基準と考えればよいであろう。

③決定された施工基準を達成するための締固め方法を決定する。具体的には、使用

する転圧機械の機種の選定、ならびに転圧回数・まき出し厚さ等の施工条件の決定を

行う。

④⑤決められた施工法にしたがい、土を締固め、締固め状況を計測しながら施工管理

を行う。

となる。

盛　　土　　の　　設　　計

①

必要とされる土の力学特性

強度・変形性・透水性

②

施　工　基　準　の　決　定

③

締　固　め　力　法　の　決　定

機械の選定　施工条件の決定

④

締　　固　　め　　施　　工

⑤

締　固　め　度　の　判　定
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　本研究は、土の締固めに関するいくつかの問題を解明し、上記の締固め施工のプロ

セスを確立することを目的とするものであり、その内容は大きく分けて、2つの問題

を取り上げている。まず、研究の前半（第2、3章）では、締固めた土の力学特性と

それにもとつく施工管理基準の決定に関する問題を議論する。すなわち、どの程度

まで土を締固めれば、安定した土構造物が得られるかという問題を締固めた土の力学

特性にもとついて考察する．研究の後半（第4、5、6、7章）では、決定された

施工管理基準を達成するための施工方法に関する問題を議論する。ここでは、現場で

使用する締固め機械の機種の選定、転圧回数、まき出し厚さ等の施工条件を室内試験

のレベルで簡単に決定する手法を確立するため、室内締固め試験における締固め機構

と現場で機械を用いた場合の締固め機構、ならびに両者の対応関係に関する研究を

行い、この結果を用いて考察を行う。

　以下、各章の内容を簡単に述べ、本研究の概略を説明する．

　第2章では、土の締固めにおける水の働きを解明するため、土を等大球の集合体で

モデル化し、土粒子接点に懸架される水の表面張力に起因する粒子間力が土の締固め

特性に及ぼす影響を数値計算により考察する。ここでは、この考察の結果を利用し、

不飽和土中の水の作用を解明するとともに、土の締固め曲線が理論的に描き得ること

を示す．

　第3章では、土の力学特性を考慮した締固め施工管理基準の決定方法を考察する。

ここでは、特に締固めにより造成された盛土構造物が完成後、降雨などによる水浸を

受けたときに破壊、変形を起こす可能性が高いことを考慮し、締固めた土が水浸後も

所定の強度を保ち、かつ、不要な変形を生じないような施工管理基準の考え方を示

す．この基礎研究として、締固めた不飽和土の力学特性を第2章の議論を用いて理論

的に考察し、この結果にもとづき締固めた不飽和土が水浸を受たときに示す体積変

化、強度低下といった力学挙動の変化を予測する手法を提案する。次に提案した予測

手法の適用性を室内試験により確認し、最後にこれらの結果にもとづき、締固めた

不飽和土の水浸時の挙動を考慮した締固め施工管理基準の考え方を示す。
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　第4章では、代表的な室内締固め試験である突固め試験における締固め機構につい

て考察を行う。ここでは、突固め試験における土の締固めをランマの落下により地中

に生じる塑性波頭の伝播とそれにともなう土の圧縮現象と考え、非常に短い時間ステ

ップでこの現象をシミュレートし、ランマの落下条件（ランマ重量、落下高さ）とそ

れにより得られる地中の締固め密度分布との関係について理論的考察を行う。

　第5章では、最近、現場で頻繁に使用される振動ローラを取り上げ、その締固め機

構について検討を加える。ここでは、振動ローラの締固め効果として、

1．振動輪の重量と起振力が地表面に載荷されることにより地中の土が圧縮される効果

2．振動ローラの振動により土粒子間のかみ合いがゆるみ、土粒子が相互移動を起こ

　し、土が密になる効果

3．振動輪が地表面から跳び上がる場合、再び地表面に衝突するときに地盤に与える

　衝撃締固め効果、

の3種類を考え・個々の締固め効果を理論的に比較検討し・さらに♪その結果にもと

づき、振動ローラの締固め能力の評価方法をについての議論を行う。

　第6章では、現場で振動ローラを用いて行われる締固めを室内突固め試験から予測

する手法を提案する。ここでは、第4、5章の議論にもとつく理論的考察、ならび

に、多数の振動ローラの締固め試験結果とこれに用いられたものと同じ土に対して

実施した突固め試験結果をもとに、振動ローラを用いた締固めと突固め試験との対応

を考察する．さらに、ここで得られた対応関係を利用し、振動ローラを用いた現場で

の締固め密度を室内での突固め試験から予測する手法を提案し、その適用性を現場実

験により検討する。

　第7章では、現場締固めにおいて最も重要な施工条件の1つであるまき出し厚さを

室内締固め試験を用いて簡易的に決定する手法について考察を行う。ここでは、締固

め機械の能力、土の締固め特性とこれら締固め機械により得られる地中土の密度分布

との関係を地盤内応力を用いた理論的考察ならびに多数の締固め機械の締固め試験結

果をもとにした考察により明らかにする。さらに、この結果をもとに、振動ローラを
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用いた現場締固めにおいて、振動ローラの能力と土の締固め特性からその現場に最適

な土のまき出し厚さを簡易的に決定する手法を示す．

　第8章では、以上の研究を取りまとめ、合理的な締固め施工法を提案して、結論と

している。
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第2章　土の締固め曲線に関する理論的考察

2－1　概　　説

　土の締固め曲線　一今では常識的ともいえるこの締固め土の密度と含水比との

関係も、1933年にProctorが発表した当時は画期的な発見として、多くの研究老が

その意味、原理を明らかにしようと研究を重ねていた。

　本章では、締固め曲線が示す土の締固め特性を土粒子とそれらの間隙に保右される

水の相互作用の観点から考察し、最近では関心の薄れがちな土の締固め機構の解明を

試みることにする。

2－2　土の締固め曲線

　突固め試験、静的圧縮、振動といった方法により土を締固める場合、締固め方法を

一定にして、締固めを行うと、得られる土の密度は含水状態により異なり、一般には

図2－1に示すように密度は含水比に対し上に凸の曲線形を示す。

診・

Small　E“ergy

　Wopt
Moisture　Content　w

図2－1　土の締固め曲線
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　この曲線は締固め曲線（Compaction　Curve）と呼ばれているが、これは土に固右の

ものではなく、締固め方法、締固めエネルギーにより、その位置、形の異なったもの

となる．

　土の締固め特性を最初に科学的にとらえ、発表したのはProctorでありD、それ

以来、多くの研究老が締固め曲線の意味、原理について研究を重ねてきた。現在、

締固め曲線にみられるような締固め密度の含水比依存性の原因としては、土粒子間の

接点における水の催滑作用2）、ならびに土粒子接点においてに保右される水によって

生じる表面張力の作用3）等が考えられている。

　本章では、土の締固め原理のより詳しい解明を試み、土を等大球の集合体でモデル

化し・土粒子間の接点に保有される水の表面張力に起因する粒子間力の効果を数値計

算により検討することによって、理論上、土の締固め曲線が描き得ることを示す。

2－3　水の表面張力と土粒子間結合力

　不飽和土が飽和土と大きく異なる点は、土中の保水状態にある。飽和土では土粒子

間の間隙は水で満たされているが、不飽和土では水は土粒子接点でつづみ状に保持さ

れている（図2－2参照）3）。このため、土粒子間には水の表面張力に起因する力が

働き、これが不飽和土の締固め特性に大きな影響を及ぼす。もう少し詳しく説明する

と、土粒子間接点において保右される水は前述の

通り、水の表面張力のためつづみ状に保持され、

メニスカスを形成する。このため、メニスカス部で

は土粒子を互いに引き付け合う力が生じる。この力

（以下、粒子間結合力と呼ぶ）は、土粒子間接点で

の垂直抗力となり、このため、粒子接点には土粒子

の互いの移動を妨げる摩擦力が生じる。乾燥した砂

で山を作っても、小さな外力を加えるとくずれて形

を残さないが、適度な水を混ぜてやると形を保つの

はこの粒子間結合力と粒子間摩擦力のため、砂粒子

の移動が妨げられるからである。
図2－2　不飽和土中の
　　　　　保水状態
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　さて、この粒子間結合力は、後に詳しく説明するように、水分が多くなるにしたが

い逆に小さくなるので、土粒子は移動し易くなる。このため、含水比が大きくなるに

したがい同じ外力を加えてもよく締固められるようになる。これが、締固め曲線があ

る程度、含水比が大きくなるまでは含水比の増加とともに密度が増加する主な原因で

あると考えられる．なお、含水比がそれ以上大きな領域では、土中の間隙は水でほぼ

飽和されてしまうため、排水しない限り、土はその間隙を小さくすることができず、

この領域では含水比が大きくなるほど土の締固め密度は小さくなる。

　以上が、今回考えた締固め機構の概略であるが、これを実際に数値計算を用いて

シミュレートし、締固め曲線を描いてみる。

2－4　土の締固め機構のシミュレーション

以下の設定条件のもとで締固め機構に関するシミュレーションを行う。

1）土は、均質な等大球の集りでモデル化する。

2）土中の水はすべての土粒子接点に均等に配分されるものとする。

3）土中の水は接点においてのみ保持され、土粒子表面の吸着水は考えない。

　実際の土は、大小さまざまな土粒子の集りであり、また土中の水も含水比の小さい

間は土中に均等に配分されず、部分的にかたよったりするが、ここでは、土粒子間接

点に保持される水の表面張力に起因する粒子間力の効果を議論することを目的とする

ため、上記の仮定のもとに話を進める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Warter
　図2－3は、土粒子を等大球に置き換

え、保水状態を示したものである。実際の

保水状態では、水膜表面と土粒子の接点に

おいて接触角θが存在する場合もあるが、

簡単のため、θ＝0で水膜は土粒子に接す

るように保持されるとして話を進める．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2－3　土粒子間の保水状態の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モデル化
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　このとき、メニスカスの曲率半径をr（四）、つづみ状に保持された水の中央部の半

径をb（皿）、水膜が2つの粒子の中心点を結んだ線となすを角度をαとすると、水の

表面張力の作用により2粒子間に働く結合力H（N）は次式のように表わされる3）。

　　　　　　　　l
H＝πb2　T（－
　　　　　　　　r

1

－）b
（2－1）

ここで、Tは水の表面張力であり、150Cにおいて0．0735　N／mである。また、　bと

rは幾何学的関係より土粒子半径Rと水膜角αを用いて表わすことができる。

　　　　　　b＝R（tanα＋1－secα）　　　　　　　　（2－2）

　　　　　　r＝R（secα一1）　　　　　　　　　　　（2－3）

　土中には数多くの土粒子接点があり、それらの点に作用する粒子間結合力Hが集ま
　　　●
って土中に生じる内的な結合応力となる。この内的結合応力σsは土の間隙比e、

含水比w、土粒子半径Rより算定することができる。以下にその概要を順を追って

述べる。

1）1接点あたりの水量の計算

　まず、最初に1接点あたりに保持される水量WJを求める．　WJは次式により算定

できる。

WJ＝Vw／NJ （2－4）

ただし、

　　　　　　Vw：単位体積の土中に含まれる水量

　　　　　　NJ：単位体積の土中に含まれる土粒子間接点数

であり、それぞれ次式により求められる．

Vw＝Gs・w／（1＋e）

NJ＝N●K／2

）5
一
2（

）6
一
2（
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‘

ここで、

N＝

1

　　　　4
（1＋・）’（丁’π’R3）

　　　　　　N

　　　　　　K

　配位数Kの決定については田中らの方法4）

を採用した。これは、表2－1、図2－4に

示すように、種々の規則的な充填状態につい

て、その時の配位数Kと間隙比eを計算し、

これから配位数Kを間隙比eのみの関数とし
　　　　　　　　　　　　　　　●
て近似するものである。この方法によると、

配位数Kは次式により与えられる。

：単位体積の土中に含まれる土粒子数

：配位数（1個の土粒子が接している他の粒子の数）

K＝5．363－6．045・1ne （2－8）

　上述の（2－4）～（2－8）式により、1接点

あたりの保水量WJを土粒子半径R、間隙比

e、含水比wより決定できる。

14

21一
　　　0　　　1」o臼ヒコZ

（2－7）

　　　　N。　hexag。nal　d。se

　　　　　義

wedge　shap
tet「ahedron
　　　　　　＼

　　　　　　　　㌔

　　　　　　　　　＼

0．1　　　　　　　0．5　　　1

　　　Void　Rat　io　　bg　e

図2－4　配位数と間隙比との関係

表2－1　粒子の規則的な充填状態と配位数との関係

配　　　列

立力格子
唐堰｡Ple　cubic

斜方格子
盾窒狽?盾窒?潤｡bic

@v@　　　max　へ
@、’

高奄

四面模形
wed8e　shapd
狽?狽窒≠??р窒純香

@　min
@　Y　　ノ、　▽　　　　max　’、

最密格子
Dhexag噛1　clo3e

@max

@　’

@min

間隙比 0，908 0，653 0，433 0，351

配位数 6 8 10 12
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2）水膜角αの計算

　次に、1接点あたりの水量WJと土粒子半径Rから水膜角αを求める．これらの

関係は、図2－3に示される水膜部の幾何学的関係により次式のように表わされる。

　　　πR3（1－cosα）2　　　（1－cosα）・cos2α　　　　　　　1　　　　π

WJ・　　　　　｛2－　　　　＋t㎝α（α一一sin2α一一）｝
　　　　　cos2α　　　　　　　　3　　　　　　　　　2　　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－9）

　　　　　　2　　　　　1
　　一πR3（一一cosα＋－cos3α＋sin2α・cosα）
　　　　　　3　　　　　3

　上式を用いると、WJから水膜角αを決定することができるが、実際にαを計算す

るにあたっては、初期値としてαの最小値と最大値（αHIN＝0、　OCMAX＝90　deg）

を与え、逐次その範囲を狭めていき（2－4）式より与えられるWJとの誤差が1％以下

で上式を満足するようにαの値を決定した・

3）1接点あたりの粒子間結合力Hの計算

　1接点あたりの粒子間結合力Hは（2－9）式により求まったαの値を（2－1）～（2－4）

式に代入することにより算定することができる。

4）単位面積あたりの内部結合応力σs

　次に粒子間結合力Hの集合として

内部結合応力σsを求める。今、土

中に図2－5に示されるような面を

想定する。実際の土粒子の接触面は

図2－5中の太い実線で表わされる

が、これを図中の平面Aに置き換え

て考える。

A

図2－5　土粒子接触面のモデル化

A
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b

このとき単位面積あたりの土粒子間の接点数Npは次式で与えられる。

　　　　　　1
Np＝　　　（1＋e）・π・Rm2

（2－10）

ここで、Rmは平面Aの切りロにおける土粒子切断面の平均半径であり、次式で表わ

される。

Rm＝（π／4）・R （2－11）

　また、土粒子接点方向は、等方向に圧縮した場合はランダムであると考えられるの

で、特定な方向成分を取るには方向係数Z＝2／πを乗じてやらなければならない。

このとき内部結合応力σsは次式により算定できる。

σsニZ・Np・H （2－12）

　以上、不飽和土中の水の表面張力に起因する内部結合応力の算定方法を述べたが、

これをフローチャートにまとめると図2－6のようになる。

　図2－7は、上述の計算過程により、内部結合応力σsと土の間隙比eとの関係を

含水比をパラメータとして描いたものである。計算で用いた土質パラメータは、

Gs＝2．70、　R＝4．0×10－9（姐）である。

　この図から、内部結合応力σsは間隙比eとともに大きくなること、ならびに含水

比が大きいほどその値が小さくなることがわかる。

　次に、この関係を利用して土の締固め曲線を描いてみる。締固め方法としては、図

2－8に示すような側方拘束状態での静的圧縮を想定する。

　飽和土を一次元圧縮した場合、間隙比eと載荷重pとの関係が正規圧密状態では片

対数紙上において直線で表されることはよく知られている。不飽和土の場合、外力と

して加えられる力Pの他に、上述の水の表面張力に起因する内部結合応力σsが働

く．このσsは、土粒子間結合力であるため土粒子接点における摩擦力を生じさせ、

土粒子の相互移動を妨げる働きをすることは、前述の通りである。
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含　水　比

@　W

間　隙　比

@　e

土粒子半径

@　R

単位体積中の水量

@　　　Gs・w

配　位　数

j＝K（e）

単位体積中の粒子数

@　　　　3
Vw＝
@　　1十e

＝Ns
@　　4πR3（1＋e）

単位体積中の接点数

@NJ＝Ns・K／2

一接点あたりの水量

@WJ＝VH／NJ

水の表面張力

@　T
水膜保水角
ｿ＝α（R、冊J）

方向係数　Z

　粒子間張力
g＝H（α、R、T）

{文（1）、（2）式

単位面積当り接点数

@　　　　1
＝Np

@　　（1＋e）πR．2

内　部　結　合　応　力

@σs＝Z・Np・H

図2－6　不飽和土の内部結合応力の算定法に関するフローチャート
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　Φo［駕匡旦O＞
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0

　　　1　　　　　　　　10　　　　　　　　100
　　　　　　　　1nternal　Stress（Ts（xlOsN　m2）

図2－7　内部結合応力σsと土の間隙比との関係

　　　　　に関する計算結果

P
↓

図2－8　側力拘束状態での土の一次元圧縮
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　いま、含水比wの不飽和土が圧縮されて間隙比eという状態にあるとする。このと

きの上載圧は、飽和状態の土を間隙比eにまで圧縮するのに必要な圧力Pと不飽和土

であるがために生じる内部結合応力σsの和に等しいと考えられる。すなわち、含水

比wの土を間隙比eまで圧縮するには、次式の圧力psを載荷する必要がある。

PS　＝P十σS （2－13）

　前述の議論により不飽和土の内部拘束応力は土の含水比と間隙比より算出すること

ができるので、含水比をパラメータとして、（2－13）式で表される圧力と乾燥密度との

関係を描くことができる。図2－9はこの計算の結果を示したものである。計算では

飽和土の間隙比～圧力関係（e～logP関係）として次章の実験で用いる探草土の

データを用い、また、乾燥密度は次式を用いて間隙比から求めた。

Gs
ρd　＝

1＋e
（2－14）

へ2．2
竃

遠

ξ2．。

三

迂1．8

ξ
ぼ

51．6
0
e
O1．4

0 2　　　4　　　6　　　8　　　10
　Pressure　p　（x106N／M2）

図2－9　不飽和土を静的圧縮する場合の圧力と

　　　　　それにより得られる乾燥密度との関係
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　この計算で用いた土質パラメータは、Gs＝2．70、　R＝4．0×10－9（皿）であり、土粒

子の半径Rには、一般の値よりかなり小さい値を用いている。これは実際の土では、

種々の大きさの土粒子が混り合っているため、大きな土粒子で構成される間隙に小さ

な土粒子が入り込み、さらにそれらの間隙により小さな土粒子が入り込み、単位面積

あるいは、単位体積当たりの接点数がかなり多くなるのに対し、計算では土粒子を等

大球と仮定しているため、このような現象を表現できず、接点数が少なくなり、内部

結合力が小さく算定されるという欠点を土粒子半径を小さくすることで補っているた

めである．

　図2－9から、静的圧縮により不飽和土を締固める場合、締固め後の乾燥密度は加

える圧力とともに増加するが、その増加の割合は徐々に減少することがわかる。

　締固め曲線はこの図から描くことができる。すなわち、ある締固め荷重を想定し、

図2－9上において、その荷重が載荷されたときに得られる乾燥密度を含水比に対し

プロットするわけである。

、診

　　雅06

@叡

刈8

臼”日“““

0　　　　　　5　　　　　10　　　　　15　　　　　20

　　Moisture　Content　w　　（％）

図2－10　シミュレーションにより求められた土の締固め曲線
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　図2－10はこの結果であり、載荷圧力P＝2×106N／m2、4×106　N／m2、8×106　N／■2

の3通りについて締固め曲線を描いたものである。ただし、図を描くときには、締固

め曲線が零空気間隙曲線に達すると、2－3節で述べた理由により、この曲線に沿っ

て密度は減少するとしている。

　この図では、締固め曲線は零空気間隙曲線までは含水比とともに増加すること、

ならびに載荷圧力が大きいほど左上に位置するという締固め曲線の示す一般的傾向を

よく表わしている。しかし、実際と異なる点として、含水比の低い領域で実際の締固

め曲線では密度の増加がさほど顕著ではないのに対し、計算結果では、低含水比ほど

密度の増加が大きいという傾向が得られた。これは、実際の土、特に含水比の低い土

では、土中の水は各接点に均等に配分されず、部分的に偏った形で保水されるが、計

算では各接点に均等に配分されると仮定したため、実際よりも含水比の増加に対する

内部結合応力の減少が大きく算定されるためと考えられる。低含水比領域での間隙水

の不均一な配分、土粒子の大きさ、形の不均一性等を考慮できれば、より現実に近い

締固め曲線が描けるものと考えられる。

2－5　結　　論

　本章では、土の締固め機構、特に締固め曲線の意味を明らかにするため、以下の考

え方のもとに不飽和土中の水の作用をシミュレートし、理論的に締固め曲線が描ける

ことを示した。

1）土が不飽和状態にあるときには、土中水は土粒子間の接点に保持される。このと

　き、水はその表面張力のため土粒子同志を互いに引き付け、これが土粒子間の抗力

　となり土粒子の互いの移動を妨げる土粒子間摩擦力が発生する。この作用は各接点

　における保水量が多くなるにしたがい、逆に小さくなるので、土粒子は含水比が

　大きいほど移動し易くなる．このため、締固め曲線における土の密度は、含水比が

　ある程度大きくなるまでは、含水比とともに増加する。

2）土がある程度締固められ、間隙が小さくなると、間隙は水で満され、飽和状態に

　なる。この状態ではそれ以上、空気を排出して締固まることができないため、密度

　は含水比が増加するにつれてその分だけ減少する。
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　上述の考え方のもとに土を等大球の集合でモデル化し、土粒子間に保持される水の

表面張力に起因する土粒子間力の影響を理論的に考察することにより、不飽和土中の

粒子間結合力と間隙比、含水比との関係を調べた。この結果をもとに、側方拘束状態

で静的圧縮により土を締固めた場合に得られる締固め曲線を計算により描き、密度が

零空気間隙曲線までは含水比とともに増加すること、ならびに載荷圧力が大きいほど

左上に位置するという締固め曲線の示す一4般的傾向が得られることを示した。しかし

計算では、水が各粒子間接点に均等に配分されると仮定しているため、低含水比領域

で実際の締固め曲線と異なり、密度の増加が顕著に現われすぎたようである。低含水

比領域での間隙水の不均一な配分、土粒子の大きさ、形の不均一性等を配慮した考察

が今後の課題であろう。
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第3章水浸時挙動を考慮した締固め施工管理基準の決定方法について

3－1　概　　説

　一般に、道路盛土、フィルダムなどの土構造物の造成では不飽和状態の土を締固め

るため、これらの土構造物の長期安定性を考慮するにあたっては、締固められた不飽

和土が水浸時に示す力学特性の変化を把握した上で、設計ならびに施工管理基準の決

定を行う必要がある。

　本章では、第2章で行った不飽和土の力学特性に関する考察にもとづき、不飽和

状態の土が水浸を受けた場合に示す力学的挙動を土粒子間に働く水の表面張力の消失

という観点から検討した。次に、この結果をもとに、締固められた不飽和土が水浸時

に示す体積変化、ならびに強度低下を予測する手法を考案し、室内実験によりその

適用性を調べた。最後に、この手法を用いて、水浸時の体積変化が小さく、かつ土が

水浸後も所定の強度をもつような締固め施工管理基準の決定方法を提案した。

3－2　不飽和土の水浸時挙動について

　締固められた不飽和土が水浸を受けると、収縮あるい膨張といった体積変化ならび

に強度低下を生じることはよく知られている。

　NOBAR　I，E．S．　and　DUNCAN，」．M．は数多くのフィルダムにおいて湛水時に体積収縮が

生じることに着目し、水浸時の不飽和土の体積収縮現象について研究を行ったD。彼

　らは水浸前と後の試料土の粒径分布が異なることを指摘し、水浸による体積収縮は

土粒子が水の作用により破砕され、細粒化するために生じると考えた。しかし、よく

締固まった土では水浸により膨張する場合もあり、また、土粒子の破砕も体積収縮に

起因する粒子の相互移動の結果生じたとも考えられ、水浸による体積変化の原因は土

　粒子の細粒化だけでは説明できないと思われる。

　前章で述べたように、不飽和土が飽和土と大きく異なる点は、土中の保水状態にあ

る．飽和土では土粒子間の間隙は水で満たされているが、不飽和土では、水は土粒子
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接点でつづみ状に保持されている。このため、上粒子間には水の表面張力に起因する

粒子間力が働き、これが不飽和土の力学特性に大きな影響を及ぼす。不飽和土の力学

挙動については、軽部らが厳密な考察を行い、そのメカニズムを解明しつつあるが2）

本章では水浸前と水浸後の2つの状態だけに着目し、水の表面張力に起因する両者の

力学挙動の相違について前章での議論をもとに検討を行い、この結果をもとに不飽和

土の水浸時の挙動について考察を加えることにする。

3－3　不飽和土の力学特性に関する理論的考察

　乾燥法により土の締固め試験を行う場合、自然乾燥させた土に徐々に水を加えて行

き、種々の含水比の土に対して締固め密度と含水比との関係を調べる。このとき締固

めた土の密度だけでなく、r固さ』といったものの変化をみると非常に興味深い。

　含水比が小さいうちは、締固めた土は非常にもろく、パラパラとくずれるが、含水

比を徐々に大きくしていくと明らかに固くなり、ある含水比までくるとまるでコンク

リートででもあるかのごとく”カチカチ　”の状態となる。しかし、このカチカチの

状態も、さらに水を加えた土では締固め密度は増加しても、粘りが出てきて、最適含

水比を越えると、もはや固いというイメージは全くなくなる。このような含水比の変

化にともなう力学特性の変化は密度の違いの他に、土中における水の作用に起因する

ところが大きい。そこで、不飽和土と飽和土の力学特性（圧縮特性、強度特性）の

違いに及ぼす土中水の作用について、前章の計算過程を利用して考察を行う。

（1）不飽和土の圧縮特性

　不飽和土を側力拘束状態で一一次元的に静的圧縮する場合、土粒子間に働く水の表面

張力に起因する粒子間結合力とそれにより生じる粒子間摩擦力が外力に抵抗するため

同じ力を加えても飽和土に比べ、圧縮量が小さい、すなわち、得られる土の間隙比が

大きいことは、前章で説明した通りである。このことは、前章の不飽和土中に生じる

内部結合応力の計算からも検討することができる。

　図2－1は土の乾燥密度とその状態まで締固めるのに必要な静的圧力との関係を計

算により求めたものであった。この計算では土の間隙比から（2－14）式により乾燥密度
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を計算し、これと別途、間隙比と含水比から求めておいた静的圧力との関係を描いた

が、間隙比から乾燥密度への変換を行わず、間隙比と静的圧力との関係を含水比を

パラメータとして直接描くと図3－1が得られた。計算に用いた土質パラメータ等は

前章と同じである。図中の一点鎖線は飽和土に対するe～logp関係であり、第2

章と同じく後述の実験で用いる深草土のデータである。

　この図から、不飽和土のe～logP関係は飽和土のそれに比べ、上方に位置する

こと、ならびに含水比が大きいほど飽和土のe～logP関係に近づいていることが

わかる。この点は従来、報告されている結果3）とよく一・：一・致している．

1．0

Φ　0．8

．9

菱・．6

逗

80．4

0．2

10　　　　　　　　　　100

　　Pressure　（×IO5　N／m2）

図3－1　不飽和土の圧縮特性に関する計算結果

（2）不飽和土の強度特性

　同様にして不飽和土と飽和土の強度特性の違いを内部結合応力の計算にもとついて

考察を行う。
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いま、土の破壊条件式としてクーロン式を用いる。

T＝C十σ・tanφ （3－・1）

　ここで、τ：せん断強度、c：粘着力、φ：内部摩擦角、σ：直応力　である。

　飽和状態の土ではこのc、φが間隙比によりほぼ決まると仮定する。これをもとに

不飽和土の強度特性を考えることにする。

　不飽和土では前述のように粒子間結合力に起因する粒子間摩擦力の作用が土のせん

断強度特性に大きな影響を与える。このとき、内部結合応力σSと粒子間摩擦力CS

との間には次式が成立すると考えられる。

CS　＝μ．σS （3－2）

ここで、μは土粒子間の摩擦係数である。すなわち、Csもσsと同様に間隙比eと

含水比Wの関数となり、上載圧とは無関係に発生するため、見掛け上、一種の粘着力

と考えることができる．そこで、飽和土に対するせん断強度τと間隙比との関係を

太田らの実験結果4）より類推し、片対数紙上で直線で表わされるとし、これに不飽和

土の粘着力Csを付け加え、間隙比とせん断強度との関係を含水比別に示すと図3－

2のようになる．もう少し詳しく説明すると、飽和土のe～τ関係に後述の探草土の

データを用い（図中一点鎖線）、これに前述の計算により求まる内部結合力σsと式

（3－2）により求められるCsを足し合わせて不飽和土のe～lo9τ関係を描いたも

のが図3－2中の4本の曲線である。これを式で表すと（3－3）式のようになり、右辺

第1、2項が飽和土の強度で図中の一点鎖線で表わされ、また、第3項が不飽和土の

内部結合応力にもとつく見掛けの粘着力の影響を表わす。

τ＝C（e）＋σ・tanφ（e）＋CS（e，w） （3－3）

　計算では、SL　＝O．4（μ＝tanψ、ψ：土粒子同志の間の真の摩擦角、22・と仮定5））と

し、その他の土質パラメータは、図3－1の場合と同じである。この図では間隙比が

等しい場合、せん断強度は不飽和土の方が大きくなる状況がよく現われている。
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図3－2　不飽和土の強度特性に関する計算結果

3－4　締固めた不飽和土の水浸時体積変化の予測手法

　前節では、不飽和土と飽和土の違いが水の表面張力に起因する粒子間結合力にある

として、不飽和土の圧縮特性、強度特性について考察を行った。次にこの結果を利用

して締固めた不飽和土が水浸時に起こす体積変化を予測する手法を考えていく。

　締固めた不飽和土が水浸作用を受けると体積変化を示す。このとき、締固め土の水

浸前の間隙比、含水比、水浸時の上載圧などにより膨張する場合と収縮する場合とが

あり、また、その体積変化量もこれらの条件により異なるため、簡単に議論すること

はできない。

　いま、一次元圧縮により土を締固める場合を考える。このとき、上載圧pとそれに

より得られる土の間隙比eとの関係は、図3－3に示すようにe～logP面上で

直線で表わされるものとする。図では前節の考察に従い、ある含水比の不飽和土と

飽和土のe～logP関係を描いており（それぞれ、1ineK、1ineLとする）、特に

不飽和土に対しても簡単のためその関係を直線で近似している。
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　前節で述べたように、飽和土と不飽和土の圧縮特性の違いは水の表面張力に起因す

る粒子間結合力にあるといえる．しかし、不飽和土が水浸し、その間隙が水で満たさ

れると粒子間メニスカスは消失し、飽和土と同じ挙動を示すことが予想される。

　これを図3－3上で考える。

1；1，　　　　　PA

　　Pressure　（log　P）

図3－3　不飽和土の圧縮特性と水浸時体積変化

1）水浸前の状態が飽和土の圧縮曲線より上方にある場合

　　不飽和の土がPAという荷重により圧縮され、　A点で表わされる間隙比にあると

する．この状態の土が水浸を受けるとメニスカスの消失にともない、粒子間に働く

摩擦力も消失し、粒子は互いにすべり易くなる。そのため、土粒子は相互移動を

起こし、飽和土の圧縮曲線上までその間隙は減少する（A’点）。

2）水浸前の状態が飽和土の圧縮曲線より下方にある場合

　　不飽和の土が非常によく締固められていて、B点で表わされるように飽和土の圧

縮曲線（1ineL）より下にある場合を考える。
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　非常に強い力で圧縮された土は、間隙も小さく密な状態にある。この状態から除

荷すると土はわずかに膨張する。このときの膨張量は、飽和土の方が不飽和土より

大きくなる。これは不飽和土の場合、懸架水の表面張力に起因する土粒子間の摩擦

力が土の膨張を妨げる働きをするからである。このため、よく締固められた不飽和

土が水浸を受けると粒子の互いのすべりをおさえていた摩擦力が消滅し、膨張が生

じると考えられる。よって、図中のB点の土が水浸を受けると、その状態点は飽和

土の除荷（膨潤）曲線上（1ineM）に移動し、　B　B’に相当する膨張を示すことに

なる。なお、図中の1ineNは不飽和土の除荷曲線であり、この曲線のe～logP

面上での傾きが飽和土のそれより小さいことは、後述の実験により確かめた。

3）水浸前の状態が飽和土の圧縮曲線上にある場合

　　締固め後の状態が飽和土の圧縮曲線上にある場合（図中C点）には、水浸による

体積変化は生じない。

　上記の手法により、不飽和状態で締固められた土の間隙比と現在の上載圧がわかれ

ば水浸後の体積変化を予測することができる。なお、予測に際しては、飽和土のe～

109P関係（正規状態）、飽和土と不飽和土の除荷曲線の傾きをあらかじめ求めて

おく必要がある。

3－5　水浸時体積変化に対する検証実験

　前節で締固めた不飽和土の水浸にともなう体積変化量を予測する手法を考案した。

次にこの手法の適用性を調べるため、締固めた不飽和土の水浸実験を行った。実験は

標準圧密試験装置と図3－4に示す突固め用10c■径モールドを改良した一次元圧縮

試験装置を用いて行った。標準圧密試験装置のリング内壁にはテフロン加工を施し、

また、　10cm径モールドのリング内側にはポリエチレンシートを装着し試料土とリン

グ内壁との間の摩擦力の低減を図った。実験ではリング内に試料土を締固め、その上

に30分間所定の載荷を行い、試料土が沈下を生じないことを確認した。こののち、

荷重をかけた状態でリング下部より注水を行い、その時の体積変化量を加圧板に取り

付けた変位計により計測した．
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　実験に用いた試料土は深草粘土であり、これを2mmフルイに通した後、数段階の

含水比に調節し、実験用試料とした。試料土の粒径過積曲線と物理特性を図3－5、

表3－1に示す．

water

→
Porous　Stone 0－nng

図3－4　10cm径水浸実験装置

＿100
里80
冒，。

書4。

ξ2。

皇。

　O．OOI 001　　　　　0．1

Particle　Size　｛mm）

1　　2

図3　一一5　試料土の粒径加積曲線

表3－1　試料土の物理特性

Spesific
fra▼ity

Liquid
ki■it（駕）

Plastic
ki■itα）

Plasticity
hndex（駕）

2．69 52．4 31．4 21．0
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　水浸時の上載圧、試料土の含水比ならびに初期間隙比は種々に変えており、特に水

浸前の初期間隙比については静的な圧縮による締固めとランマを用いた突固めによる

締固めにより種々の状態の供試体を作成した。なお、標準圧密試験装置は主に静的締

固めに対し、また、10c匝径モールドは突固めによる締固めに対して用いた。

　実験に先立ち、飽和土と不飽和土に対する圧縮曲線と除荷（膨潤）曲線を求めた。

それらの一例を図3－6、3－7に示す。図3－6は、飽和土と不飽和土（w＝15X）に

対し、正規領域の圧縮曲線を求めたものである。この図より、不飽和土の圧縮曲線の

方が飽和土のそれより上方に位置することが確認できる。また、図3－7は、飽和土

と不飽和土を2．5×105N／■2の上載圧で圧縮した後、除荷曲線を求めたものである。

図中、不飽和土の除荷曲線に付した点線は、飽和土のデータを並行移動し両者の比較

を容易にしたものである。これより、除荷領域、特に上載圧の小さい領域では不飽和

土の力が飽和土より膨張量が小さいことがわかる。
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．91．2
駕
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1　2345　10　2030
　　Pressure　（xlOsN！m2）

Φ

0．8

．90．7
駕

逗

8

　0．6

1　　2　345　　10　 2030
　　　　Pressure（xltp　N／m2）

図3－6　試料土の圧縮曲線 図3－7　試料土の除荷曲線
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　図3－8は、水浸時体積変化に関する実験結果の一部を示したものである。図の

横軸は水浸時上載圧Pであり、黒印が水浸後の状態を表わしている。実験では、水浸

による体積変化が時間とともに進行するので、24時間計測で得られたデータを双曲

線近似することにより最終体積変化量を求め、水浸に伴う体積変化量とした。図では

静的締固め（S．C．と略記）と動的締固め①．C．と略記）により作成した試料に対する

実験結果を同時に示している。なお、図中の実線は飽和土に対する圧縮曲線であり、

破線は飽和土の除荷曲線である．

1．3

Φ　1．2

£1・1
歪

v　1．0

奎

　o．9

0．8

0．1

11ーΨ㏄9▲日紅oムロ　％w142333

］1＼6　　　　、　　　　τ　　　　ナ　　　　、　　　8　　　　、　　　、

O．5　1　　　　　　5　　10

Pressure　p（xlOsNlm2）

図3－8　水浸時体積変化に関する実験結果の一例

この図より以下のことが明らかとなった。

1）体積減少を生じる実験結果では、上載圧の大きいところでは水浸後の間隙比は予

測通り飽和土の圧縮曲線上まで小さくなる。

2）図には表わされていないが、上載圧の小さいところでは水浸後の間隙比は飽和土

　の圧縮曲線まで落ちず、多少大きい値となる実験結果もあった。これは圧密リング

側面と土との間の摩擦力が上載圧に比べ大きく、これが水浸時の変位を妨げたため

　ではないかと考えられる。
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3）静的に締固めた試料と動的に締固めた試料との間には、顕著な差異は認められな

　い．

4）体積膨張を生じる実験結果では予測通り水浸後の間隙比は飽和土の除荷曲線上ま

　で増加する。

　以上の結果より、先に提案した方法による水浸時体積変化量の予測結果と実測結果

との関係を描くと図3－9の様になった。図では、実測値と予測値とは多少のバラツ

キはあるが、よく一致しており、前節で提案した予測手法により水浸時の収縮・膨張

量をある程度、おさえ得ると考えられる。

　　　　　　　　　　　Pred　iCted　Volumetric　Change　△e

Φ4

　　　　　S．C．　D．C．

w＝14％　　0
　23　　　△
　33　　　口　　■

　　　　　z

　　　△KS

oO

　Shrinking

　0．2

　　　Swelli㎎

1：1

二1：1

図3－9　水浸時体積変化量の予測結果と実測結果との比較
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3－6　水浸時強度低下の予測について

　締固めた不飽和土が水浸を受けるとその強度が低下することはよく知られている。

水浸による不飽和土の強度低下に関する研究としては、福田が締固めた土に上載圧と

せん断力の両方が作用する場合の水浸による強度変化について研究を行っており6）、

また、強度低下の予測手法としては、太田らが締固めた土に対し等価先行圧縮応力な

る概念を導入し、一連の研究を行っているが4）、本研究では前述の体積変化挙動に

対する考察にもとついて、水浸による強度低下現象を予測することにする。これは、

後述の施工管理基準を考えるときに水浸時の体積変化と強度低下を同時に考慮できる

という利点があるからである。

　まず、水浸時強度低下をを予測する手法を確立するため、以下の仮定を設けること

にする。

1）締固めた土が水浸を受けるとその強度特性は飽和土のそれに一致する。

2）飽和した土の強度は、間隙比と上載圧によりほぼ決まる。（厳密には土の強度は

　間隙比と上載圧のみではなく土粒子の配向性などの構造骨格によっても影響を受け

　るが7）、簡単のため、上述の仮定のもとに話を進める。）

　以上の仮定にもとづけば、前節で述べた水浸による体積変化量の予測手法を利用し

て水浸時の強度低下を予測することができる。すなわち、水浸前の土の間隙比、上載

圧がわかれば、前節の議論により水浸後の土の間隙比を予測することができる。よっ

て、飽和土の強度～間隙比・上載圧関係が得られていれば、水浸後の強度を予測する

ことができる。
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3－7　水浸時強度低下に対する検証実験

　前節で述べた水浸時強度低下の予測手法の適用性を検討するため、水浸せん断試験

を行った。

　実験装置は図3－10に示す等体積一面せん断試験装置に水の供給装置を取り付け

たものであり、供試体の下部よりポーラスストンを通して試料土の水浸を行えるよう

にしたものである。

　実験に用いた試料土は前節で用

いたものと同じ深草粘土であり・　　　　L。ed、dell　Shea・伽・

静的圧縮による締固めによりせん

断箱の中に直接供試体（60姐姐φX

20mm）を作成した。

　実験は不飽和状態において締固

められた土を水浸させ、30分以

上放置しそれ以上体積変化が生じ

ないことを確認した後、1mm／sec

の速度でせん断を行った。

　せん断力の計測は最大変位6mm

まで行い、ピーク強度が現われ

ないものについては6m四変位時

の強度をせん断強度として採用し

た。

　なお、実験に先立ち、飽和土に

対するせん断強度～間隙比・上載

圧関係を4段階の上載圧（3．92、

7・84、　15・68、　31◆36×104　N／m2　）

に対して求めた。図3－11は、

図3－10　等体積一面せん断試験装置

1．3

　1．2
Φ

　1．1

日

星1．o

旦
〉°　o．9
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0　3．92

▲　7．84

口12．68

◆31．36

O．1　0」2　　0」5　　1　　2　　　　5　　10

　　　Shear　Strengt　h　　（x104　N／h12）

図3－11 せん断強度と上載圧関係との関
係に関する実験結果（飽和土）
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この結果であり、今回の実験では、上載圧にはほとんど影響されず、せん断強度と間

隙比との関係は片対数紙上でほぼ直線で表わすことができた。

2．0

51Φ

O＝雨匡

　0　1豆O＞

＼

＼乙

　　　　　　　　　　　　ピ　　＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔』

　　　　O．1　　0．2　　　　0L5　　　1　　　　2　　　　　5　　　10

　　　　　　　Shear　Strength　（x　105N　／m2）

図3－12　水浸による強度低下に関する実験結果

　図3－12は、水浸をともなう等体積一面せん断試験の結果であり、水浸による体

積変化と強度低下の実測結果を1つの図の中に示したものである．図中、白印が水浸

前、黒印が水浸後の状態点（せん断強度、間隙比）であり、上側の実線は水浸前の不

飽和土（含水比1㈱の強度と間隙比との関係に関する実験結果を連ねたもの、下側

の実線は図3－11に示した飽和土に対する強度～間隙比関係を直線で近似したもの

である。また、図中の点線で示した矢印は水浸前と水浸後の状態点の移動を3－6節

で述べた方法にしたがい予測した結果を、実線の矢印はその実測結果を表わしてい

る。3－5節で調べたように、水浸にともなう体積変化は、水浸前の土の間隙比、水

浸時の上載圧に依存するが、図3－12においても、水浸時の試験条件（間隙比、

上載圧）により体積変化の量は、大きく異なっている。

　この図から、水浸後の強度の予測値と実測値との関係を示すと図3－13のように

なる。
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　　0　　飢8も唱Φ」江

　　　　O．1　　0」2　　　　0」5　　　1　　　　2　　　　　5　　　10

　　　　　Measured　Shear　Strength（x105Nlhi2）

図3－13　水浸による強度低下に関する実験結果と

　　　　　　予測結果との比較

　これらの図から、水浸後強度の実測結果は予測結果と対応していることがわかる。

しかし、実験結果の力が予測結果より少し大きめのせん断強度を示している。この原

因としては、水浸時間が30分と短く、試料土が充分飽和しなかったため、強度が十

分低下しなかったためではないかと考えられる。この点に関しては、さらに詳細な検

討が必要である。

3－8　締固め施工における施工管理基準の検討

　前節までで、締固めた不飽和土が水浸を受けた時に示す体積変化、強度低下を予測

する手法を考えたが、次にこの結果を利用して締固め施工管理基準の決定力法につい

て検討を行う。ここで考える施工管理基準とは次の条件を満たすものとする。

1）造成された土構造物が施工後、水浸を受けた時に、所定の強度を右し、破壊する

　ことがない。

2）施工後、構造物が水浸を受けた時に、大きな沈下・膨張を起こさない。
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　締固め施工により造成される土構造物が施工直後には充分な強度をもっていても、

水浸を受けると軟弱化し、強度が低下したり、また、コラプス現象により大きな沈下

を生じる場合があり、これらは盛土にとって最も危険な状態である。上記の条件は

このことを考慮し、設定したものである。次に、個々の条件を満たす施工管理基準に

ついて順に検討を行う。

（1）水浸時強度低下を考慮した締固め施工管理基準

　盛土がその機能を果たすために最小限必要とする強度τoなるものが盛土の設計

条件より与えられるとする。このとき施工管理基準としては、

　　　　r水浸後の盛土材の強度がτo以上であるような水浸前の状態』

で与えられる。

　いま、飽和した試料土に対し、せん断強度τ～間隙比e関係が求まっていれば、こ

れよりτoに相当する間隙比eoを知ることができる。ただし、ここでは前節の実験

結果よりτoが間隙比のみにより決まると仮定している。よって、水浸時強度低下を

考慮した施工管理基準としては水浸後に間隙比eo以下となる水浸前の間隙比により

表わすことができる。この間隙比を図3－14に表わされるe～logP面上で考え

る（ここでの・pは、盛土完成後に土に加わる上載圧を表わすと考えればよい）。

e

e

飽和土の

　圧縮曲線

P。　log　P

図3－14　水浸前の締固め土の状態点の分割
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a）飽和土の圧縮曲線とe＝eoとの交点における上載圧をpoとする。　p＞p。で

かつ、飽和土の圧縮曲線より上の部分（1領域）に締固め直後の土の状態がある場

合には、先に述べたように土は水浸により収縮を起こし、圧縮曲線上に落ちつく。

すなわち、この点の間隙比はeoより小さくなり、基準を満たす。

b）P＞POで飽和土の圧縮曲線より下に締固め後の土の状態がある場合（II領域）

には、土は水浸により膨張するが、前に述べたように、飽和土の膨潤線の上に落ち

着くように膨張するので圧縮曲線を越えることはない。ようて、この部分の土も

水浸後の間隙比はeo以下になり基準を満たす。

P＜POの範囲では問題は多少複雑となる。

C）p＜pOで圧縮曲線より上方の状態（III領域）にある土は水浸により収縮する

が、e～logP線までしか収縮しないので、水浸後の間隙比はeoより大きくな

　り、所定の強度が得られない．

d）P＜poで圧縮曲線より下方の状態（IV領域）にある土は水浸により膨張する。

そこで、膨張後の土の間隙比がeoより小さくなる水浸前の状態が施工管理基準を

満たすことになる。今、図3－15において、PAという上載圧の下で水浸後の間

隙比がA点となる水浸前の状態を求める。

　　まず、A点より飽和土の除荷（膨潤）曲線の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e傾きで直線を描き、これと飽和圧縮曲線との交

点Bを求める。Bより不飽和土の除荷曲線の傾

きで直線を描き、P＝PA線との交点をC点と

する。このC点は水浸後にA点まで膨張する。

同様にして他のe＝eo線上の各点についても

水浸前の間隙比を求めると、図中のCD線が得

られる。この線よりも下にその状態（水浸前）

がある土は水浸により膨張しても、e＝eo線

を越えることはない。

　飽和土の

一一PΣ≦㍉一
　　　　　　　　＼

PA

図3－15

Iog　P

水浸前の状態点の

求め方
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　以上、各場合に分けて水浸後の間隙比が

eo以下となる領域を求めたが、これらを

まとめて図示すると、図3－16のように

なる。これが水浸後も所定の強度を保つた

めの施工管理基準となる。

e

eo

飽和土の

Iog　P

図3－16 水浸による強度低下を考慮
した締固め施工基準

2）水浸時体積変化を考慮した施工管理基準

　締固めにより造成される土構造物の変形

を最小限におさえるための施工管理基準を

考える。一般に水浸による体積変化量とし

ては沈下を生じる場合の方が膨張を生じる

場合よりもその量を考えると問題になる．

このことは、前述の実験結果において、体

積収縮量が膨張量に比べはるかに大きいこ

とからも納得できることである。そこで、

水浸による体積変化を最小限におさえるた

めの施工管理基準としては、図3－17で

示すように、体積減少を起さない領域とし

て定義することにする。

e

図3－17

log　P

水浸による体積変化を考慮

した締固め施工基準
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　以上の考察より、水浸後に所定の強度を保ち、かつ、体積変化をおさえるための

条件を示すと図3－18のようになる。横軸のPは土かぶり圧と考えればよいが、締

固め後（水浸前）の土の状態がこの図のハッチで表わされる領域に入っていれば、水

浸後も安全性が保たれる。なお、この基準を実際に用いるには飽和状態での試料土の

強度～間げき比関係とe～logp関係を求めておく必要があること、ならびに今回

は等体積一面せん断強度を選んだが、現場の条件に合わせ他の強度の使用も考え得る

ことを付記しておく。

e

eo

∪ log　P

図3－18 水浸時の強度低下と体積変化を考慮した
締固め施工管理基準
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3－9　結　　論

　以上、締固めた不飽和土の水浸による体積変化、強度低下を予測する手法、ならび

に、これをもとに水浸後も所定の強度を保ち、かつ水浸による体積変化をおさえるよ

うな施工管理基準の考え方について検討を行った。その結果、以下のことが明らかと

なった。

1）不飽和土の力学特性に及ぼす土中水の作用について、等大球モデルを用いた計算

により考察を行った．この結果、不飽和土を一次元圧縮するときの圧縮特性、なら

びに、不飽和土の強度特性と飽和土のそれらとの違いを説明することができた。

2）　r締固めた不飽和土が水浸すると土粒子間の水の表面張力が消失し、飽和土と同

　じ挙動を示す』という仮定の基に水浸による体積変化量を予測する手法を考案し

た。次に、一次元圧密試験装置を用い、水浸による不飽和土の体積変化量を測定

　し、提案した方法により水浸時体積変化量を予測できることを確かめた。ただし、

水浸時に体積減少を示す場合で、上載圧が小さいときにはリング側面と試料土との

間の摩擦の影響が大きく、予測値よりも体積変化量が小さい値を示した。

3）2）の水浸による体積変化量の予測手法を基に水浸による強度低下の予測手法を

考案した。さらに、この手法の適用性を検討するために等体積一面せん断試験を行

　った。その結果、水浸時強度低下の予測値と実測値とは対応することがわかった。

　しかし、実験において試料土の水浸が不充分であったため、実験により得られた強

度の方が予測値よりも多少大きめの値を示しており、さらに詳しい検討が必要であ

　る。

4）以上の結果をもとに、水浸後も充分な強度をもち、かつ水浸による体積変化が少

　なくなるような施工管理基準の決定方法を示した。なお、この手法の実際の施工現

場への適用についてはまだ行っておらず、これからの課題である。
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第4章　塑性波頭の伝播よりみた土の衝撃締固め機構に関する研究

4－1　概　　説

　モールドの中にゆるく詰めた土の上にランマを落すと、ランマは土中に貫入し、

その分、土は締固められる。この現象は土の締固めにおける代表的な室内試験である

突固め試験の基本をなしているにもかかわらず、その締固め機構に関しては未だ明ら

かにされていない．

　本章では、ランマが地表面に衝突したときに地中に生じる塑性波頭の伝播という

考え方にもとづき、ランマの落下による土の締固め機構について考察を行う。

4－2　塑性波頭の伝播と土の締固めについて

　一様な断面を持つまっすぐな棒が、一端を

壁に固定されている状態を考える。この棒の

他端に、引っ張り力が瞬間的に加えられたと　　　　　　　　　　　　　　　■●〉

き（図4－1参照）、一見、棒全体にわたっ

て一様な引っ張り変形や応力が生じるように

みえる。しかし、非常に短い時間ステップで

現象を追っていくと、引っ張り力Pを受けた　　図4－1　一様な棒の急激引っ張り

端にまず変形と応力が生じ、これが波頭と

なって時間の経過とともに他端に向って棒の中を伝播していき、ある時間経過すると

平衡状態に落ちつくものと考えられる。このとき、引っ張り力が大きいと棒の一部あ

るいは、全体で塑性変形を生じ、この部分で伝播する波は塑性波と呼ばれる1）。

　塑性波の伝播の問題は、冒頭に述べた一様な棒の急激な引張り問題として1940年

代の後半からKarman　and　Dawez　2）やWhite　and　Griffis　3）4）らによって研究され

始めた。また、これをもとにSalvadori，　Skalak　and　Weidlingerは、2種の理想的

な応力～ひずみ関係を持つ材料に対し、一次元の弾塑性波の伝播問題に対する考え方

を示した5）。
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　ランマで土を締固める場合、ランマが地表面に衝突すると、棒の引っ張りと同じよ

うに塑性波頭（圧縮）が土中を伝播し、土中に塑性変形を生じ、土が締固まるものと

考えられる。そこで、本章では上記の研究により得られた塑性波の伝播に関する考え

方をもとに、ランマを用いた突固め時の土の締固め機構を簡単な数値計算により考察

していくことにする。

4－3　数値計算における条件の設定

土中における塑性波の伝播に関し、以下の条件のもとに議論を進めることにする。

（1）塑性波は一次元的に伝播し、側方には変位しないものとする。

（2）土は、一様な初期密度をもち、半無限連続的に分布しているものとする。

　すなわち、反射波等は考えず、初期の波頭の伝播による締固めのみを考える。

（3）均質な不飽和土を対象とし、過剰間隙水圧等は生じないものとする。

（4）土の応力～ひずみ関係については、以下のように考える。

　土中の波の伝播を考える上で、何らかの形で土の応力～ひずみ関係を導入する

必要がある．ここでは土を一次元圧縮した際に得られる土の間隙比～圧力関係

　（e～logp関係）を用いることにする。

不飽和土のe～logP関係について

　図4－2に不飽和の砂質ローム（比重2．83、含水比8．15X）を一次元圧縮して得

られたe～logp関係を示す。実験では、標準圧密試験用リングに試料土をゆる

詰めにし、6段階の上載圧（0．784、1．57、3．14、6．27、　12．5、25．0×105N／m2）で圧縮

試験を行い、P＝　12．5×105N／m2ならびに25．OX105N／m2の2点においては除荷

時の挙動をも測定した。
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図4－2　不飽和土の一次元圧縮試験結果

　図4－2より、不飽和土でも飽和土と同様に載荷領域（飽和粘土の圧密試験にお

ける正規圧密領域にあたる領域、以下、正規領域と呼ぶ）においてはe～logp

関係は直線で近似できること、ならびに不飽和土の場合、除荷・再載荷過程での間

隙比変化は非常に小さく、正規領域に比べるとe～logp関係の傾きにして

約1／50しかないことがわかる。よって、以下の議論ではe～logP関係の正

規領域においてのみ締固めが生じ、除荷・再載荷過程においては土の間隙比は変化

しないものとする（弾性圧縮、弾性回復を微小として無視して考える）。

なお、図4－2の正規領域の直線を式で表すと、

　　　　　　　　　　　　　　　　P
　　　　　eA－e＝K・log
　　　　　　　　　　　　　　　　PA

　　　　　eA、PA：任意の基準点における間隙比と載荷圧の値

となり、図4－2の場合には、K＝0．4である。

（4－1）
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（5）波頭の伝播速度は、（4）のe～logP関係から以下のようにして求める。

　材料の応力～ひずみ関係（P～∈関係）が与えられた場合、その材料中の波頭の

伝播速度c（m／sec）は次式によって与えられる6）。

　　　　1　dp
C＝　　　　一●一
　　　　ρ　　d∈

（4－2）

　ここで、ρは媒質となる材料の密度（kg／m3）、また（dp／d∈）は材料の応力～

ひずみ関係の接線勾配を表わす（弾性波の伝播の場合には、（dp／d∈）＝E＝一定

より、c＝《／iMpTという見慣れた形となる）。

　（dp／d∈）は応力～ひずみ関係が直線でない限り、ひずみの大きさにより異なる

ため、波頭の伝播速度もひずみの大きさにより違った値となる。

　前述の砂質回一ムに対し波頭の伝播速度を求めるため、図4－2のe～logP

関係を応力～ひずみ関係に描き直すと図4－3のようになる。ここでは、圧密リン

グに土をゆるく詰めて得られる状態を便宜的に∈＝0の状態としている。

言30
∈

2
も
㌃

）
　　20
Ω．

01

ωωo二ω

0 0．1　　　　0．2

　　Strain　E

0．3

図4－3　試料土の応力～ひずみ曲線
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　この図から、正規領域では締固めの進行とともに、（dp／d∈）すなわち、波頭の

伝播速度が増加すること、ならびに、除荷・再載荷時の（dp／d∈）は正規領域に比

べて非常に大きく、（dp／d訂＝。。　とみなせることがわかる。

　よって不飽和土中の波頭の伝播を考えるときには、除荷・再載荷領域では無限大

の速度で、すなはち時間を要せずして、波頭が伝播すると考えることにする。

　（4）、（5）の条件設定は以後の考え方の基本になるので、再度まとめて記す。

（4）土がe～logP面上で正規領域にあるときには、この土はランマの作用によ

り締固められ、除荷・再載荷過程領域にあるときには締固めは生じず、その部分の

土は剛体として働く。

（5）土がランマの衝撃を受ける場合、その状態が正規領域にあるときには波頭の伝

播速度は、応力～ひずみ関係の接線勾配と密度から決まり、また、除荷・再載荷過

程にあるときには、無限大の速度で伝播する。

後述の説明で必要となる式の誘導をしておく。　（4－1）式より、

p＝pA●exp（2．3026・
eA　　　e

K
）

　　eB　－e
∈＝　　　　　　　（eB：∈＝0とする間隙比）
　　1＋eB

dp　　　　　　　　　（1＋　eB）

一＝ 吹E2．3026●d∈　　　　　　　　　　　K

（4－3）

（4－4）

（4－5）

4－4　土の衝撃締固め機構の基本概念

　以上の設定のもとに、ランマを地面に衝突させる時に発生する塑性波頭の伝播と土

の締固めとの関係を数値計算により調べ、突固めによる土の締固め機構について考察

を行う。

4　7



　まず、計算にあたり、基礎となる考え力を簡単に述べる。なお、ここでは計算の基

本的概念を簡単に説明するために抽象的な表現を用いるところもあるが、詳細につい

ては後節で述べる。

　いま、図4－4に示すように地中の深さ方向に1、2、…　　、nというn個の

要素を考える．各要素の土はその間隙比が互いに異なってもよいが、1つの要素内

では一定とする。

　地表面にランマが衝突すると、まず要素1はランマに押される。このとき、ランマ

の能力が充分大きいときには、要素1の土は締固められる．しかし、ランマの能力が

小さい場合には、要素1の土は締固められず、ランマの効果は圧縮波の波頭となり瞬

時に（無限大の速度で）要素1内を通り、要素2へと伝播していく。これは、ちょう

ど筒の中にゆる詰めの土を満たし、その上に剛な物体でキャップをした柱の上端をラ

ンマで打撃した場合、剛なキャップは変形せず、下へ移動するだけで、ハンマの打撃

効果は下の土へと伝えられるという現象と同じと考えればよい（図4－5参照）。
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図4－4　地中の要素分割

百mmaR

⊥］。

Rigid　Cap

Loose　Soil

図4－5　塑性波頭の伝播の考え方
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　このようにして、ランマの作用により締固めが生じた要素では間隙比の減少に対応

して応力が発生する。この応力は上方の要素内を瞬時に伝播し、ランマの底面にまで

伝えられる。このため、ランマは抵抗を受けることになり、ランマの速度は小さくな

る。そして、この減少した速度でランマがその効果を地表面に加える。…　　として

同じ操作を繰り返し、地中の締固め現象を追っていくわけである。

　さて、この計算過程では、各要素の土がランマの効果を受けて締固まるかあるいは

剛体として働くかの判定をいかに行うかが問題となる。以下に今回用いた判定方法に

ついて記す。

　ランマの作用を受けた土要素はランマの速度VRで下方に押される。この速度VR

が考えている土要素が過去において受けた最大の速度v・（以下、最大履歴速度と呼

ぶ）より小さければこの要素は剛体として働き、逆に大きければ、締固めが生じると

判定を行うことにする。最大履歴速度v・の大きさは、計算過程においてその記録が

あれば直接その値を用いればよいが、それがない場合でも現在の間隙比から以下のよ

うにして求めることができる。

　いま、質量m（kg）、底面積A（田2）のランマを静的に地表面に載せたときに土の間隙

比がesになったとする。このときのesは次式を満たす。

　　　　　　　　　　　m°9
eA　es＝K・log
　　　　　　　　　　　A・PA

（4－6）

　eA、PAは、図4－2申の正規領域のe～logP関係における任意の基準点で

ある。この状態は静的にランマを載せることにより得られるので、ランマの衝突速度

VR＝0により得られたと考えることにする。

　間隙比がesより小さい状態の土を同じランマで作ろうとすれば当然、　VR＞0な

る速度でランマを地表面に落さなければならないことになる。逆の見方をすれば、間

隙比がesより小さい土があった場合、その土は過去においてVR＞0なる速度で

ランマの落下を受けているとみなせることになる。
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　そこで、現在の間隙比がe1（el＜es）なる土の最大履歴速度V・を以下のよ

うに求める。まず、間隙比esの状態を∈＝0として、間隙比e1なる土中のひずみ

は（4－4）式より次のように表わされる。

es　　　e1
G1　＝
1　＋es

（4－7）

∈＝0　なる基準状態における密度ρsは、Gsを土粒子の真比重、　wを含水比と

すると次式のように表わされる。

　　　　　　　　　　　Gs
　　　　　　　ρs＝　　　・（1＋w）　　　　　　　　　（4－8）
　　　　　　　　　　1＋es

　また・基準状態における波頭の伝播速度Csは（4－5）式においてP＝mg／Aを

用い、これと（4－8）式を（4－2）式に代入することにより得られる．

　　　　　　　　　（1十es）2・mg
Cs　＝　　 2．3026　◆

　　　　　　　　Gs　・A・K・　（1十w）
（4－9）

ただし、esは（4－6）式より求まる間隙比である。

　一般に・媒質の粒子速度vと波頭の伝播速度C、ひずみ∈の間には次式の関係が成

立する5）。

v＝C・∈ （4－10）

　上式にC＝Cs（（4－9）式）と∈＝∈1（（4－7）式）を代入することにより間隙比e1

なる土の最大履歴速度v＊を求めることができる。

考えている土要素がランマの作用により締固まるか否かは、ランマの速度VRと

この最大履歴速度Wとの大小関係により決まる。すなわち、

　　　　　　　VR＞　V＊　　：　土要素は締固まる。

　　　　　　　VR≦Vホ　　　：　土要素は剛体として働く。

と判定する。
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4－5　計算過程の定式化

　さて、以上の流れに沿って実際にランマの衝撃による土の締固め現象を数値計算に

よりシミュレートするときの定式化を行う。

　いま、質量m（kg）、底面積A（m2）のランマがv。（咀／sec）という初速度で地表

面に衝突する場合を考える。地盤条件としては、初期間隙比eo、初期密度ρo

←Gs・（1＋w）／（1＋eo））で一様とする（諸量に付した添字の0は、それが初期状態に関

する量であることを表わす）。また、地表面を原点として、鉛直下向きにx座標をと

る。

　まず、初期状態の土の最大履歴速度Vo・と波頭の伝播速度Coを求める。　Vo・は、

初期間隙比eoとランマの重量mgとを用い、前節のプロセス（（4－6）、（4－7）、（4－9）、

（4－10）式）により計算する。また、波頭の伝播速度Coは（4－3）、（4－5）式にe＝eo

を代入し、この結果を（4－2）式に適用することにより次式のように求められる。

　　　　　　　　　（1＋eo）2
Co＝　2．3026・
　　　　　　　Gs・K・（1＋w）

　　　　　　　　　ハ－eo
・pn◆exp（2．3026・　　　　　　）

　　　　　　　　　K
（4－11）

　t＝0で、v＝Voという速度でランマが地表面に衝突するとき、微小時間△tの

間はVoという速度を保つものとする。このとき、

　　　　　　　VO＜　　VO＊

であれば一様な地盤全体にわたって締固めは生じない。よって、以下ではVO＞VO・

の場合について考える。ランマの地表面への衝突によって発生する波頭は、（4－11）式

で表わされる伝播速度で地中を伝播し、微小時間△tの間にx（1）＝Co・△tという

距離まで達する．この0→x（Dまでの部分を要素①とすると、この要素内の粒子は

Voという粒子速度で運動すると考えると、要素①内に生じるひずみ∈（1）は、

　　　　　　　　　（　VO　－VOつ△t　　vO　－VO＊
　　　　　∈（1）　：＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （4－12）

　　　　　　　　　　　Co　　　　　　　　　　　　　・△t　　　　　　Co

となる。上式は前節の（4－10）式からも求めることができる。
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　ここで、　（4－－12）式の分子は、要素①が最大履歴速度Vo・分は剛体移動し、それよ

り大きい速度分が土の圧縮に寄与するという意味である．

　　（4－12）式で表わされるひずみにより、要素①の土は、△tの間に次式で示される

間隙比e（1）にまで圧縮される。

　　　　　e（1）＝eo－（1＋eo）・∈（1）　　　　　　　（4－13）

また、この土要素の密度ρ（1）は、

　　　　　ρ（1）＝1…三（1）・（1＋w）　　　（4－－14）

となる。△tの間に要素①に発生する応力p（1）は、　（4－3）式より

　　　　　P（1）－P…叩（2・3・26・eA元e（1））　　（4－15）

となり、ランマが受ける抵抗F（1）（N）は次式のようになる。

　　　　　　　F（1）＝p（1）・A　　　　　　　　　　　　　　（4－16）

よって、△t（sec）間のランマの加速度a（1）（m／sec2）は次式で表わされる。

　　　　　　　　　　　－F（1）＋mg
　　　　　　　a（1）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－17）
　　　　　　　　　　　　　　m

このとき、t＝△tにおけるランマの速度v（Dは、

　　　　　　　v（1）＝Vo＋a（1）・△t　　　　　　　　（4－18）

になる。これで第1段目のステップが終了したことになる。第2段目、すなわち、

t＝△t～2△tの間には、ランマは（4－18）式で表わされるv（1）という速度で地

中に貫入することになる。以下、上記と同じプロセスを繰り返し、△tごとの変化を

計算してゆけばよいのであるが、第2番目以降は、計算の進行にともない波頭の到達

距離（計算の対象となる要素数）も増加していくため、波頭の伝播により各要素で締

固めが生じるか否かを検討する必要がある。たとえば、ある計算過程で、t＝t（1）
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にランマがV（1）という速度で鉛直下向きに運動しているとする。このとき、1番目

の要素から順次、締固めが生じるか否かを判定したところ、」－1番目の要素までは

VR≦V＊となり、　j番目の要素①で初めて、　VR＞V・になったとする。この場合

前述の議論によれば、1～j－1番目の要素では締固めは生じず、ランマの効果は無

限大の速度でこれらの要素内を伝播し、j番目の要素に達する（1～j－1番目の要

素は剛体として働き、変形しないと考える）。要素①の締固め量等の計算は、第1段

目の計算と同様であり、この要素で発生した応力は、無限大の速度で上の1～j－1

の要素を伝わり、ランマの底面に地盤からの抵抗として作用することになる。

　なお・圧縮が生じた要素では波頭の伝播速度も変化するので、これを圧縮後の間隙

比に対して計算しておく必要がある。例えば第一段目終了時の要素①の伝播速度は、

（4－3）・（4－5）式にe＝e（1）を代入し、これと（4－14）式のρ（1）の値を（4－2）式

に代入すれば求められる。またこの場合、要素①の最大履歴速度はVoに変わる。

4－6　計算による地中締固め状況の検討

　前節で述べた定式化にもとづき、実際にランマの落下による地中の締固め現象を計

算により求めてみる。

　計算の条件としては、ランマ重量X落下高さ＝　一一定とし、ランマ重量と落下高さと

の組み合わせを種々に変化させてランマを落下させ、地中の締固め状況の違いを調べ

る・これは・土の室内締固め試験として実施される突固め試験において、エネルギー

一定の条件のもとでランマ重量、落下高さ等の組合せを変化させた場合、得られる密

度にかなりの差があるという実験事実7）を理論的に検討するためである。なお、ラン

マの重量ならびに落下高さはJIS　A1210の突固め試験第1法で用いられる2．5　kgf×

0・3匝を基準とし、これより個々の要素を増減させて計算を行った。その他のパラメ

ータとしては・ランマ底面積A＝O．002　m2、土のe～logP関係の正規部分の直線

の傾きK＝0・4、比重Gs＝2．83、含水比w＝0．0815、計算時間間隔△t＝0．0005　sec

とし・土の初期密度は、ρdO＝1．129／cm3で一様に分布していると設定した。

　計算結果は・地中の密度分布（乾燥密度で表示）の形で出力させ、特に地表面より

5・10・30cmの探さまでの乾燥密度の平均値（ρd5、ρdlo、ρd30）をも求めた。
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　図4－6は、2．5kgfのランマを0．3　mの高さから落下させた場合の地中の締固め

状況を示したものである。実線が突固め1回の場合であり、破線が同じ土を3回突固

めた場合の結果である。繰返しの突固めは、1回目の突固めが終った状態の地中の

密度分布を初期状態とし、この土の上に2回目の落下を、さらに2回目の落下により

得られる土の上に3回目の落下をという手順で地中の密度分布を計算して行けば、

簡単に求めることができる。

　この図から、地中の密度分布は地表面で大きく、地中深くなるほど密度が小さくな

り初期密度に近づくこと、また、繰り返しの突固めにより地中密度は増加するがその

増加の傾向は地中の上層より下層部で著しいことがわかる。これは前述のように、上

層部の土が1回目の突固めで十分締固まるので、2回目、3回目の突固めでは上層部

の土は剛体として働き、ランマの効果が直接下層部へ伝えられるためと考えられる。

　　Dry　Density　（x103kg，m3）
　1．0　　　　1．2　　　　1．4　　　　1．6
0

0．1

言o・2

）

　0．3e
合

0
　0．4

0．5

一N＝1
－一一 m＝3

図4－6 ランマの衝撃締固めにより得られる
地中土の密度分布（計算結果）
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　図4－7は、地中土の締固め後の密度分布をランマの落下条件により比較したもの

である．図中の実線が、1．5kgfのランマを0．5　mの高さから落下させた場合、また

破線と点線は、それぞれ、2．5kgfのランマを0．3　mの高さからと、5kgfのランマ

を0．15皿の高さから落下させた場合の計算結果である。

　この図から、　r重量×落下高さ』で表わされるランマの落下エネルギーが一定で

も、ランマの落下により得られる地中土の密度分布は異なり、軽いランマを高いとこ

ろから落した場合には、表層部の土がよく締固まるが、下層部まではその効果は及ば

ないこと、逆に、重いランマを低いところから落した場合には、上層での締固め量は

小さいが、下層までその効果が伝わり、比較的一様な締固めが得られることがわか

る。

　　　Dry　Density　　（x103kg’m3）

1．0　　　　1．2　　　　1．4　　　1．6　　　　1．8

0

　
εo・1

2
　0ε合O

0．3

イ
／／

1．5kgf　x　O．5　m

一　－2．5　kgf　x　O．3　m

－■●一一 T．OkgfxO．15m

図4－7　ランマの衝撃締固めによる地中土の密度分布

　　　　　に関する計算結果（落下条件の影響）

5　5



　図4－8は、ランマのエネルギー＝・一一一定（ランマ重量×落下高さ＝7．35N・m）の条

件のもとで、ランマの重量と落下高さの組合せを変えた場合、地中の締固め土の密度

がどの程度異なるかを調べたものである。図の横軸には、ランマの重量と落下高さを

併記しているが、ランマ重量X落下高さ＝一定という条件を満たすように座標軸を取

っている・計算結果を示す3本の線の違いは、平均密度を求める際の対象とする地表

からの深さを表わしており、実線が地表から5cm探さまで、破線と点線はそれぞれ

地表から10c■、30　c皿探さまでの平均密度を表わしている。この図より、地表から

5c匝探さまでの浅いところでは、ランマ重量が小さく落下高さが大きい力がよく締固

まり、逆に、重量が大きく落下高さが小さい場合の密度はかなり低いことがわかる。

これに対し、地表面から30cm深さまでの平均密度を考えると、ランマ重量5kgf

付近で密度はピークを示し、r軽ランマ×高落下高さ』の組合せではあまり締固まら

ないことが予想される。

（付∈、2“・字×）

　　　　　t㌔＝ω＝ΦO

ごO

0 20　　　　40　　　　　60　　　　　80　　　　100

Weight　of　Rammer　（N）

0．5　0．3　　　　　0．15　　　　　0．1　　　　　0．075

　Height　of　DrOP　　（m）

図4－8 ランマの衝撃締固めによる地中土の平均密度
に関する計算結果（対象探さの影響）
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　図4－9は、本節の初めに触れた突固め試験の結果7）を図に示したものである。

実験は突固め試験により試料土を締固める際、rランマ重量×落下高さ』で表わされ

るランマの落下エネルギーを一定に保ち、これらの要因の組合せを変化させ、それに

よる締固めの差異を調べたものである。

　実験に用いた試料土は、砂質ローム（Gs＝2．64）であり、　JISAl210第1法にも

とづき（1000ccモールド、3層、25回突固め）、2．5　kgfランマ×0．3■落下高

さを標準とし、ランマ重量と落下高さの組合せを変えて締固めを行った。図に示され

る結果から、エネルギーt定の突固めにより得られる土の密度はランマの重量と落下

高さの組合せにより異なり、重量あるいは落下高さのいずれかの要因を極端に変化さ

せると締固め密度が小さくなることがわかる。ここで示した実験では、モールドに3

層に分けて土を入れ、25回突固める等、計算における条件とは異なるが、ランマ重

量と落下高さの組合せによる締固め効果の差異は先の計算結果と同じ傾向を示してお

り、土の衝撃締固め機構の一部を解明できたのではないかと考えている。

1．95

0』1

（朽巨呈●×）

58t

08t

書ω50栖占

10　　　　　　20　　　　　　30　　　　　　40　　　　　　50

　　　Weight　of　Rammer　（N）

O．75　　0．5　0．4　　　0．3　　0．25　　　　0．2　　　　　　　　0．15

　　　Height　of　Drop　　（m）

図4－9 ランマを用いた突固めにおけるランマ
条件の影響に関する実験結果
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　なお、図4－8をみると、JIS　A　1210で規定されている　2．5　kgfランマ×0．3皿

落下高さは5c血深さの平均密度付近で最大となっている。JISで規定されている

1000ccモールドの高さが約13c面であり、この中に3層に分けて土を締固めること

を考えると、2．5kgfランマ×0．3皿落下高さは、この突固め条件（1000　ccモー

ルド、3層）において、比較的効率の良い組合せであると思われる．

4－7　結　　論

　本章では、ランマが地表面に衝突したときに地中に生じる土の締固めを塑性波頭の

伝播とそれにともなう土の圧縮現象と考え、ランマの衝撃締固め機構を理論的に考察

した。具体的な方法としては、ランマによる塑性波頭が地申で一一一一次元的に伝播するも

のとし、土を一次元圧縮した場合に得られる間隙比～圧力関係（e～logp関係）

を用いて、波頭の伝播に対する考察を行った。波頭伝播の解析における基本的考え方

は、以下のようである。

1・地中の土を深さ方向に配列された多くの要素に分割する。

2・個々の要素に伝播してきた波頭により生じる粒子速度が、その要素が過去に受け

　た最大の粒子速度（最大履歴速度）より大きければ、その要素の土は締固められ、

　逆に、小さければ、その要素は締固められることなく剛体として動く。

3・各要素を伝わる波頭の速度は、e～109P関係より求められる土の応力～ひず

　み関係から計算し、各要素で締固めが生じない（その要素が剛体として動く）場合

　には・その要素内での波頭の伝播速度を無限大とし、波頭は瞬時にして次の要素に

　伝播していくと考えた。

　この考え方のもとに、ランマが地表面に衝突することにより生じる塑性波頭の伝播

とそれにともなう土の締固め現象を時間ステップを追って計算し、土の衝撃締固め機

構の解明を試みた。ここでは、この計算手法を用いて、ランマ重量、落下高さと地中

の締固め状況との関係を調べたところ、
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1）ランマ重量が小さく、落下高さが大きいときには、地表面で大きな締固め効果が

得られるが、締固め密度は地中の深さ方向ですぐに減衰し、ある程度の深さでは、

土は、ほとんど締固められない。

2）逆に、ランマ重量が大きく、落下高さが小さいときには、著しく大きな締固め効

果は得られないが、地中の探さ方向に対して比較的均一な締固めが得られる。

3）また、上記1）、2）に関連し、rランマ重量×落下高さ』で表わされるエネル

ギーの値が同じでも、その組合せにより、締固め密度が異なり、所定の深さを締固

めるのに最適な組合せが存在する。この意味から、JIS　A　1210第1法で規定された

　ランマ重量（2．5kgf）と落下高さ（30　em）は、モールドの高さを考えるとかな

　り効率の良い組合わせである。

ということが明らかになった。
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第5章　振動ローラの締固め能力の評価に関する考察

5－1　概　　説

　我国で、土の締固めに振動ローラが用いられるようになってからすでに30年以上

の月日を経たがD、今日では、小型で高い締固め効果をあげることができるという特

徴を生かし、大規模土工では最も一般的に用いられる締固め機械にまで成長した。

　本章では、未だ明らかにされているとはいい難い振動ローラの締固め機構について

考察を行い、振動ローラの締固め能力の評価方法について検討を加えることにする。

5－2　振動ローラの振動機構

　振動回一ラは、転圧輪、または車体に取り付けた起振機を振動させて、自重の1～

2倍ぐらいの周期的振動力を地表面に付加することによって、締固め効果を高めよう

とする機械である。開発当初は、車体に起振機を取り付けるタイプのものが多かった

が・この場合、車体の剛性、オペレーターへの振動等の問題が生じるため、今日では

ほとんどの振動ローラが起振機を転圧輪の内部に取り付けたタイプのものとなってい

るようである。

　図5－1は、転圧輪の中に取り付けられた起振機の一例2）である。起振機の回転軸

（ローラの走行のための転圧輪の回転とは別系統で、高速で回転する）に装着された

偏心重りが回転することにより、

周期的な起振力を発生する機構に

なっている。図の起振機は、回転

軸に取り付けられた偏心チャン

バー内の油の量を調節すること

により、起振力を変化させられる　　　　　　　　　　　　　　　　STEEL　WE・GHT
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　VARIABLE　FORCE　DEVICE
ようにしたものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ROTARY　VALVE

図5－1　振動ローラの振動輪の機構
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　この型の起振機が発生する起振力の鉛直成分F（N）は、偏心重りの質量m（kg）、回

転数f（Hz）ならびに偏心重りの回転半径r（m）により次式のように表わされる3）．

　　　　F＝m・r・（2πf）2・sin（2πf・t）　　　t：時間（sec）　　（5－1）

　上式からわかるように、起振力の大きさは回転数により変化するが、通常の振動

ローラでは毎分1000～3000回転の間で回転数を変えることができる場合が多く、起振

力もそれに応じて変化するようになっている。

　表5－1は、現在、市販されている振動ローラの一部の諸元を表にまとめたもので

ある。自重にして0．6～1．5t程度の小型のものから、10～20　tクラスの大型のも

のまでさまざまの機種のものが使用されているD。

表5－1　振動ローラの諸元の例

No． 種　　類
重　　量

itf）

起　振　力

itf）

最大振動数

i叩皿）

締固め幅

i■）
起振機の位置

1
S－S 0．6 1．2 2900 0，635 車　　　　体

2
S－T 1．5 1．5 3200 0．95 前　　輪　　内

3
S－S 4 3．5 2800 1．22 前　輪　　内

4
S－T 7 11 1800 1．7 前　輪　内

5
S－T 10 21 2400 2．15 前　輪　　内

6
S－T 17．78 27．2 1525 2．54 前　輪　内

種類：S－T・・前輪一鋼、後輪一タイヤ

　　　S－S・・前輪一鋼、後輪一鋼

5－3　振動ローラの締固め機構について

　前節で述べたように、振動回一ラは自重の1～2倍の周期的な外力を地表面に加え

ることにより土を締固める機械である。この場合、振動ローラの締固め効果としては

以下の項目が挙げられる。
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1）振動輪の自重と起振力による土の圧縮効果

2）振動により土粒子間の摩擦が減少するため、土粒子の相互移動が起こり易くなり

土が密になる効果

3）振動輪が地表面よりはね上がり、これが地表面と衝突するときに生じる衝撃効果

次に、この3項目について若干の説明を加える。

（1）土の圧縮効果

　振動ローラの起振機は（5－1）式で表わされる周期的起振力を発生するため、地表面

には正弦波形の荷重が載荷されることになる。前節で述べたように、一般の振動ロー

ラでは、起振機は転圧輪の中に装着されていることが多いが、この場合、地表面には

転圧輪の自重Wと起振力により発生する周期的外力Fの和で表わされる外力が加わる

ことになる。ただし、これは、振動ローラの振動輪が地表面から離れない場合であ

る。

　図5－2は振動ローラの振動輪

から地表面に載荷される荷重と時

間との関係を示したものである。

図で示される荷重の効果が地中に

圧力として伝わり、土を圧縮する

わけである。土の圧縮と振動輪の

重量、最大起振力との関係につい

ては、後節で詳しく考察する。

F十W

WO

図5－2　振動ローラによる載荷重

（2）振動による土粒子間の摩擦減少効果

　乾燥した砂に振動を加えると土粒子間の摩擦が減少し、土粒子の移動が起りやすく

なるため、この状態の砂に荷重が加わると締固めが生じることはよく知られている。

外力として加える振動と土粒子間の摩擦減少との関係については古くから研究が行わ

れており、締固めとの関係についても多くの研究成果が発表されている。
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　村山、谷本4）は、軌道砂利道床のような粒体層に繰り返し荷重が作用した場合に起

こる流動沈下の機構を解明するために、台形の模型盛土を砂利で造成し、この上で

小型起振機を振動させた場合の盛土の沈下形状、ならびに土粒子間の摩擦抵抗の減少

を実験的に調べた。

　土粒子間摩擦力は、鉛直に立てた鋼製の薄板を水平の方向に砂利中に貫入し、これ

を引き抜くときの抵抗の無振動時の引き抜き抵抗に対する比（比摩擦）により測定し

ている・この結果、土粒子間の摩擦は、起振機が発生する外力により生じる加速度が

大きいほど小さくなり、加速度の値が重力加速度のlgに近づくと、比摩擦の値は

ほとんど0に近づくことを示した。これは、砂利のような粗粒土が振動を受けると、

土粒子間の摩擦が減少することをよく表わしている例である。

　このように、砂のような粒状体の集りが振動を受けると粒子間に働く見かけ上の

摩擦が小さくなる。このため、粒子がゆる詰めの状態なら相互移動を起し、密な状態

へと締固めが生じる。

　田中5）は、振動板の上に置いた球形粒子の運動をもとに、粒子の振動による充項現

象について理論的考察を行った。彼は、振動板の振動加速度が重力加速度より大きい

場合、球が振動板より跳び上がり、振動板と球とが離れる時間があることに着目し、

球と振動板が再び衝突するときの球と振動板の相対速度

球の跳び出し速度
で表わされる比の値が粒子の充填状況を決定すると考えた。

　さらに、この比の値が振動板の加速度により一意的に決まることを示し、粒状体の

充項が振動加速度により決まると考え、種々の材質、粒径の球を用いた振動充項実験

により、これを確認した。

　この研究結果も、先の振動による引き抜き抵抗の減少と同じく、砂、砂利のような

粗粒土の場合、振動を受けると土粒子同志のかみ合いがゆるみ、土粒子の相互移動が

起ることを示すものであり、振動により土の締固めが生じる現象をよく表わしている

ものである。
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（3）振動輪の衝撃効果

　振動輪が地面より跳ね上がる場合、再び地面に衝突するときには、第4章で考察し

た衝撃による締固めが生じると考えられる．振動輪が地面より跳ね上がるかどうかは

振動ローラの諸元（重量、起振力、振動数等）、ならびに地盤条件により異なる。

そこで、振動輪が地表面より離れるか否かを簡単な数値計算により検討する。

振動ローラの挙動に関する数値シミュレーション

　今、振動ローラの振動輪を図5－3のような

モデルに置き換えてシミュレーションを行う。

振動輪の質量m2（kg）、振動輪を支えるフレー

ム、その他振動輪に荷重を伝える部分の質量を

m1（kg）、フレームと振動輪との間は、バネ係

数kl（N／m）の防振バネで結ばれているとする。

地盤は、バネ係数k2（Nん）のバネと粘性減衰係

数c2（N・sec／m）のダッシュポットからなるフォ

ークトモデルで表わすことにする。

IF。sin・vt

図5－3　振動ローラのモデル化

　このとき、振動輪の変位をy（m）　（鉛直下向きを正）、振動輪上部のフレームの変

位をx（ロ）（鉛直下向きを正）とすると、振動輪の運動は次式により表わされる6）。

　Ml・又＋k1・（x－y）＝m1・9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－2）

　m2・予十c2・▽十k2・y－k1・（x－y）＝m2・9十F・sinωt

ただし、

　振動輪が地表面と接しているとき　　k2＝k2、c2＝c2

　振動輪が地表面から離れているとき　　k2＝0　、　c2＝0
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地盤状態を表わすバネ係数と粘性減衰係数は、以下のようにして仮定した。

　半無限弾性地盤上（ヤング率E、ボアソン比y）に転圧輪が載っている場合を考え

る（図5－4）。この転圧輪の上に荷重Pをかけたときの転圧輪の沈下量をyとする

と、荷重pと沈下量yとの関係は次式により表される7）。

　　　B・π・E（2roy－y2）
P＝
　　　　　4ro　（1－v2）

（5－3）

ただし、roは転圧輪の半径を、またBは、転圧輪の幅を表わす。

　図5－5は、載荷重Pと沈下量yとの関係を種々のヤング率Eに対して上式により

求めたものである。計算では、ボアソン比y＝O．3で一定とし、ro、Bについては

後述の実際の振動ローラの値を用いた（ro＝0．625■、　B＝1．7皿）。ヤング率Eの値

としては、フィルダムで用いられる種々の土質材料に対して行われた三軸試験結果を

もとに8）、ゆる詰めの土のE50（4×105　N／m2）～よく締固めた土のE50（1．6×107

N／m2）までの間で6段階のE50の値により決定した。この図より、図5－4で表わさ

れる載荷形式の場合、沈下量が小さい間は、荷重pと沈下量yとはほぼ比例するとみ

なせることがわかる．この場合、荷重～沈下量関係を表わす直線の傾きを地盤のバネ

係数と考えることができる。図中、各直線に付した数字は、その直線の傾きより求め

たバネ係数である。これより、振動回一ラの挙動解析に用いる地盤のバネ係数として

は、1XlO6　N／m～5×107　N／mを考えれば、締固まっていない状態から十分締固ま

った状態までを表現できると考えられる。ただし、この値は車輪幅1．7皿、車輪半径

0・625■の場合であり、他の車輪の場合にはこの範囲も異なる。

　地盤の粘性減衰係数c2は、地盤のバネ係数k2とともにに増加するとして6）、

バネ係数の0．004倍の値を用いた。

　計算に用いた振動ローラの諸元は、実際の振動回一ラ（総重量6，600kgの中型のも

の）の値6）を用いた。これらをまとめると以下のようになる。

m1＝860　kg、　m2＝2340　kg、　F　＝100000　N　、　f＝30　H2

B＝1．7m、　ro＝0．625　m、　kl＝1600000　N／田

6　6



P
↓

　　　　　　　　　　　＼

　　　　　　　　　　　E．V

　　　　　図5－4　転圧輪の載荷形式のモデル化

　　　　　7
　　　　　　E宮1．6x107Nlm2　E＝8．O　x106N／m2
　　　　　　（k＝4．6xlO7Nlm）（k＝2．3xlO7N1m）
　　　　　6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E＝4．OxlO6Nlm2
　　　（　　　　　　　　　　　　　　（k＝1．1x107N！m）
　　　子」5

　　　9
　　　5
　　　　　4
　　　9

　　　R3　　　　　　　E．2．。．1diN、m・
　　　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（k＝5．6xto6N／m）
　　　＿」
　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E＝1．Ox106N／M2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（k＝3．Oxto6N／m）
　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E＝4．OxlO5N／M2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（k＝1．2x106r“／m）

　　　　　0　　　1　　　2　　　3　　4　　　5

　　　　　　　　　　　Deformation　d（x10’2m）

図5－5転圧輪の輔重と鉛直変位との関係（計鞠果）
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　図5－6は、上記のパラメータを用いて振動ローラの変位挙動を（5－2）式により

計算した結果である．（a）から（e）まで、順に地盤が固くなっている状況を表わして

いる。この図よりわかるように、地盤が軟らかい場合には振動ローラは地盤からはな

れることなく振動するが、かなり地盤が固くなると、その周期の内、地盤から跳び上

がる瞬間があることがわかる。

苫
巨

1－2　　　　　　Time｛sec｝
ξ　”4

　巴一6
量一8

’i　．10

（a）k2＝4xlO6N／m，C2＝1．6×1　04N・sec！m

壽
‘0　0

三一1　　　　　　Tim・｛se・1
ξ一2

呈一3

言’4

　－5
（b）k2＝1x107N／m，C2＝4×104N鎚c／m

ξ。　　　Tim・｛sec）
…：；

量：1

（c）k2＝2xlO7N／m，C2＝8×104N・sec！m

Time｛sec）

（d）k2＝4x107　N／m，C2＝1．6　×　1　08N・sec／m

図5－6　振動ローラの振動輪のシミュレーション結果
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　そこで、次に、振動輪の地表面への衝突によりどの程度の衝撃締固めが生じるのか

を前章の衝撃締固めに関する数値計算を用いて検討してみる．計算条件としては、振

動輪の質量には上記の振動計算で用いた値（3200kg）を用い、また、振動輪が地表

面に衝突するときの速度についても先の振動計算からその値（0．7薗／sec）を決定し

た・振動輪と地面との接地面積は、振動輪直径（lm）の1／10の部分が地面と接する

として、これに振動輪の幅（1．7m）を乗じて求めた（0．17皿2）。土質条件として

は、前章のランマの衝撃締固めの計算で用いたものと同じパラメータ（Gs＝2．83、

K＝0．4、　w＝0．0815）を使用し、初期密度は、　1．OX103　kg／団3で一様に分布す

るものとする。

　図5－7は、上記の計算の結果であり、振動輪の地表面への衝突により生じる地中

の締固め密度分布を示している。図中の実線が振動輪による衝撃締固めの結果を、

また・点線は締固め前の初期密度分布を表わしている（一点鎖線については後述す

る）。この図より、振動輪の衝撃による締固め効果は小さく、初期密度に比べてもあ

まり締固まらないことがわかる。

（∈）

　　Dry　Density　（×103　kg／m3）

　　　　1．4　　　　1．5　　　　1．6　　　　1．7
0

0．1

SO．2
合

o

図5－7

0．3

振動輪の衝撃締固め効果と圧力による
締固め効果との比較（計算結果）
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　これは、前章の議論から考えると、振動輪の衝突現象では振動輪の質量は大きい

が、衝突速度が小さいため、深部まで均一に締固まるが、表層部の密度の増加が小さ

いためと考えられる。

　以上、振動回一ラの締固め機構に関与すると考えられる3つの要因について検討を

加えた。実際の振動回一ラを用いた締固めではこれらの要因がすべて作用して、土の

締固めを生じさせているわけであるが、対象とする土質により各要因の効果の大きさ

は異なる。すなわち、比較的、乾燥して、粒径のそろった砂では、（2）の振動に

よる粒子間摩擦の減少効果が締固めに大きく関与し、また逆に、シルト、ローム質土

のように粒度分布がなだらかで、かつ細粒分を多く含んだ湿潤土では、　（1）の圧力

効果と（3）の衝撃効果が支配的であると考えられる。

　一・般に土構造物の造成に使用される土は、比較的、粒度分布のよい砂質ローム、

シルト系の土が多く、また、施工含水比もJIS法で求めた最適含水比付近で、湿潤

状態にある場合が多いため、振動ローラの締固め効果としては、後老の圧力と衝撃の

効果を主に考えればよいと考えられる．

　図5－8は、振動輪の変位と振動輪の重量・起振力に起因する地表面荷重との関係

を調べるため、図5－6中の振動輪が地表面から跳び上がる場合の変位波形と図5－

2に示した振動輪の載荷重とを時間軸をそろえて描いたものである。ただし、ここで

は、鉛直下向きの荷重が土を締固めるという意味から、振動輪の載荷重は、下向きを

正として表わしている。この図から、起振機の載荷重が下向き最大となる点と振動輪

が地表面に衝突する時刻とでは時間的ずれがあるため、両老の効果は同時には生じな

いことがわかる。

　また図5－7にもどって、図中の一点鎖線は、振動輪の重量Pと最大起振力Fとの

和に起因する圧力が地表面に載荷された場合に生じる地中の締固め密度分布を示して

いる。この図から、振動輪の衝撃効果よりも圧力による土の圧縮効果の方が締固めに

より大きく貢献することが予想される。なお、ここでは、振動輪の圧力の効果と衝撃

の効果を単に比較するということで、両老の効果とも地中で一次元的に伝播するとし

て計算を行った。このため、地中での密度分布は一定となっているが、厳密には両老

とも地中での圧力の3次元的減衰を考えなければならない．
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図5－8　振動輪の変位挙動と地表面載荷圧力との関係

　以上の考察より、振動ローラを用いて湿潤状態のローム、シルト質土を締固める場

合、振動ローラの締固め効果としては、振動輪の自重と起振力に起因する圧力による

土の圧縮効果が支配的であると考えられる。この場合、各種振動ローラの締固め能力

を表わす指標としては動線圧DLP（N／ロ）が適当と考えられるD。振動ローラの動線圧

とは、無振動の転圧用ローラの線圧に対応するものであり、次式により定義される。

W　　＋　F
DLP＝

L
（5－4）

ここで、

口
DWFL

振勤ローラの動線圧

振動輪の重量

振動輪の最大起振力

振動輪の幅

（N／m）

（N）

（N）

（匝）
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　前・後輪の両方が振動するタイプの振動ローラでは、上式の値の大きい方を、また

起振機が車体の中央についている機種では、起振力を1／2と考えればよい。

　動線圧は単位幅あたりの力であり、単位面積あたりの力ではない。これは、振動輪

の接地面積が、土質、締固め状況等により変化するため決めにくいこと、（5－4）式で

表わされる動線圧が土質に関係なく機械の諸元のみから決定できるという理由からで

ある。

　以上、振動ローラの締固め機構、ならびに締固め能力の評価方法について考察を

加えてきた。次に、この結果を確めるため、種々の振動ローラの締固め試験結果を用

いて検討を行った。

5－4　振動ローラの締固め性能試験結果9）による検討

　（社）日本建設機械化協会付属建設機械化研究所（以下、建設機械化研究所と略

す）では、過去20年以上の間、各種建設機械の性能試験を行ってきた．振動ローラ

についても、すでに20種類以上の機種についてその性能を試験し、結果を公表して

いる10）。この試験は、毎回同じ土に対し、同じ試験条件のもとで行われているた

め、各振動ローラの締固め性能の相互比較を行うことができる。本節では、この試験

結果を用いて、振動ローラの締固め能力が前節で述べた動線圧によりどの程度、評価

できるかを検討することにする。なお、次の第6章、第7章でもこの試験結果を用い

て振動ローラを用いた締固めに関する考察を行うので、試験の詳細については、

第6章でまとめて示すことにし、ここでは簡単にその概要を述べるにとどめる。

　建設機械化研究所で行われている締固め試験は、屋内の試験用ピット（20匝×5■）

に試料土の砂質ローム（含水比4段階）を0．3田の厚さにまき出し、これをローラで

転圧し、初期、2、4、8、16回転圧後の土の密度をまき出した土層の上部と下部

（下部密度は、16回転圧終了時のみ）で測定するという形で行われる。

　表5－2は、試験された振動ローラの諸元を示したものである。動線圧102kN／■

の大型のもの、動線圧15kNlmの小型のものまで、21種類の振動ローラが試験され

ている。
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表5－2　締固め性能試験で使用された振動ローラの諸元

重　量（tf） 起振力（tf） 車輪直径（●）×相（■）
No． 形式

起振機の

ﾊ置・種類 前輪 後輪 前輪 後輪

醐（叩■）

前輪 後輪

蝿（kN！■）

① S－T 前輪・一軸 6．3 9．32 5．17 一
2400 1．2×1．99 タイヤ 56．49

◎ S－T 前輪・一軸 4．12 2．21 3．75 一
1800 1．2×1．6 タイヤ 48．20

3 S－S 前輪・一軸 0．78 0．33 1．20
一

3500 0．63×0．7 0．53×0．62 27．44

④ S－S 前輪・一軸 1．78 0．82 2．50 一
3000 0．8×0．95 0．56×0．7 44．15

⑤ S－S 後輪・一軸 0．49 0．78 一 L50 3200 0．5×0．8 0．5×0．8 27．93

⑥ S－T 前輪・一軸 5．74 5．20 8．90 一
2450 1．3×2．1

タイヤ　’

68．32

7 S－S 前輪・一軸 2．77 1．49 2．50 一
2200 0．95×1．14 0．73×0．85 45．30

◎ S－T 前輪・一軸 4．76 4．39 15．0
一

2400 1．5×2．1 タイヤ 92．21

⑨ S－S 両輪・一軸 3．75 3．91 6．00 6．00 3000 1．05×1．5 1．05×1．5 64．75

⑩ S－T 前輪・一軸 3．18 3．14 11．0 一
1800 1．25×1．7 タイヤ 81．74

① S－T 前輪・一軸 5．48 4．63 17．0
一

2400 1．53×2．15 タイヤ 102．47

◎ S－S 両輪・一軸 2．03 1．91 2．00 2．00 2700 0．8×1．28 0．8×1．28 30．85

◎ S－S 両輪・一軸 3．02 3．17 5．00 5．00 3000 1．04×1．4 1．04×1．4 57．19

⑭ S－S 車体・一軸 0．63 0．80 3．18 3100 0．51×0．84 0．51×0．84 27．88

15 S－T 前上・二軸 0．38 0．37 1．35
一

950 0．52×0．7 タイヤ 24．22

⑯ S－T 前上・二軸 0．37 0．36 0．68
一

950 0．52×0．7 タイヤ 14．70

17 S－T 前上・二軸 0．64 0．72 1．35
　

950 0．65×0．85 タイヤ 22．94

◎ S－S 両輪・一軸 0．42 0．68 1．00 1．00 2640 0．51×0．8 0．51×0．8 20．58

◎ S－S 車体・二軸 0．51 0．61 1．56 3000 0．4×0．8 0．4×0．8 17．03

⑪ S－S 車体・二軸 1．17 1．42 2．40 2400 0．61×LO 0．61×1．0 25．68

◎ S－S 両輪・一軸 1．16 L21 1．50 1．50 2000 0．55×0．85 0．55×0．85 31．25

注）No．欄の番号にO印を付した振動ローラの試験結果は、第6章の考察で

　　使用することを意味する。
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　図5－9は、これらの振動ローラの性能試験結果を整理し、16回転圧後のまき出

し層上部密度と動線圧との関係を含水比10％の場合について示したものである。

この図から、土質・その他の試験条件が同じ場合、締固め後の土の密度は、バラツキ

はあるものの、振動ローラの動線圧によりほぼ決まることがわかる。すなわち、前節

で考察したように、湿潤状態のローム、シルト質土を振動ローラで締固める場合、

振動ローラの締固め能力の評価方法としては、振動輪の自重と最大起振力に起因する

圧力の大きさを表わす動線圧が右効であると結論することができる。

》＝巴oO誉O

0　　　　20　　　40　　　　60　　　80　　　100　　　120

Dynamic　Line　Pressur●（kN！m）

図5－9　振動ローラの動線圧と締固め密度との関係
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5－5　結　　論

　本章では・大規模土工で多用されている振動ローラの締固め能力の評価方法を検討

するため・振動ローラの締固め効果を次の3種類に分けて考察を行った。すなわち、

（1）振動輪の自重と起振力に起因する圧力による土の圧縮効果

（2）振動により土粒子間摩擦力が減少し、土が流動し易くなり、締固めが生じる効

　　果

（3）振動輪が地表面より跳び上がる場合、再び地表面に衝突するときに発生する衝

　　撃効果

の3種類であるが、一一般に、土工で用いられる湿潤状態のローム、シルト系の土では

（1）と（3）の効果が支配的であると考えられる。

　（3）の衝撃による効果をより詳しく検討するため、地盤をフォークトモデルで置

き換えた振動ローラの挙動計算、ならびに前章の衝撃締固めに関する数値計算を利用

して・振動輪が地表面に衝突するときに生じる土の締固め密度を求めた。この結果、

振動輪が地表面と衝突するときの速度が小さいため、あまり大きな締固め効果が得ら

れないこと、また、この衝撃効果よりも（1）の自重と起振力に起因する圧力による

締固め効果の方が大きいことがわかった。

　以上の結果をもとに、湿潤状態のシルト、ローム質土を振動ローラを用いて締固め

る場合の締固め能力の指標として動線圧が適当であることを示し、さらに、建設機械

化研究所で行われた21種類の振動回一ラの締固め性能試験の結果より、振動ローラ

の締固め能力が動線圧により、ほぼ評価し得ることを確認した。
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第6章　振動ローラを用いた現場締固めにおける締固め密度の予測手法について

6－1　概　　説

　元来、プロクターテストに代表される室内締固め試験は、重機を用いた現場での締

固めを想定し、あるいは、これを予測するために考案されたものであった。しかし、

締固め曲線が締固め方法、締固めエネルギーにより異なるため、締固め機械の種類、

能力が多様化した現在においては、室内締固め試験の主な用途は、施工管理基準を決

定したり、あるいは、土の締固め特性の相対的な比較を行うことにとどまっている。

　本章では、室内締固め試験と現場締固めとの対応を求めることにより、現場で重機

を用いて得られる土の締固め密度を室内試験により予測する手法について検討する。

6－2　室内試験と現場締固めとの対応について

　現場締固めと室内締固め試験との対応を考えるにあたり、本章では現場での締固め

に振動ローラを用いた締固めを、また、これに対する室内締固め試験としては、突固

め試験をとり上げることにする。これは、最近の大規模土工では振動ローラを使用す

る場合が多く、将来的にも現場締固めの主流となることが確実視されるためであり、

また、室内試験については、突固め試験が一般的によく普及しており、簡単に実施で

きるためである。なお、前章で考察したように、振動ローラの締固め機構と突固め試

験における締固め機構とは同じでないため、振動ローラによる締固めを室内試験のモ

ールドの中に完全に再現することは不可能に近い。したがって、本章の目的は、現場

と室内試験との締固め機構までをも考慮した完全な対応関係を求めることではなく、

両老の締固め手法により得られる土の密度にのみ着目した対応関係を求めることであ

る．すなわち、現場で重機を用いて締固めを行う際、実機を用いた盛立試験以外、

何ら締固め密度を予測する手法がないときに、これに関する情報を室内試験から得る

手法を確立することを目指すものである。この手法を実際の現場に適用し、現場での

締固め状況を施工前に推定することにより、振動ローラの機種の選定、右効な転圧回

数の決定、あるいは、現場での締固め曲線の推定に役立てることができる。
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　さて、振動ローラを用いた現場締固めと室内締固め試験との対応を考える前に、両

老の締固め方法をふりかえってみる。振動ローラを用いた現場締固めでは、ダンプト

ラック等で運ばれてきた土をブルドーザーで所定の厚さに敷き均し、この土を振動ロ

ーラが繰り返し転圧することにより土を締固めていく。一般にまき出し厚さは20～

50c団、転圧回数は6～16回程度が多い。

　これに対し、突固め試験では規定のモールドの中に何層かに分けて土を入れ、各層

ごとにランマを落下させて土を締固める。ランマ重量、落下高さ、突固め回数、層数

は規定されており、標準突固め試験（JISl210第1法）では、ランマ重量2．5　kgf、

落下高さ30cm、突固め回数25回、層数は3層であり、修正突固め試験（第2法）

では、4．5kgfランマを45　c匝の高さから落下させ、1000ccモールドを用いる場合に

は、5層に分けた各層の土に対し25回の突固めを行う。

　さて、振動ローラを用いた現場締固めと室内突固め試験との対応を求めるため、こ

こでは突固め試験を振動ローラを用いた締固めの模型実験と考えることにする。ここ

でいう模型実験とは、モールドを小型の土槽、ランマを振動ローラの模型、ランマの

落下を振動ローラの通過とみなし、締固め実験を行うという意味である。すなわち、

個々の振動ローラに対応するようにランマの重量や落下高さを変化させ、振動ローラ

の転圧回数に相当する回数だけランマを落下させることにより、現場で得られる締固

め密度と同じ密度をもつ土をモールドの中に作ろうとするものである。

　この考えでは、2つの対応関係を考慮しなければならない。1つは、個々の振動ロ

ーラの能力とランマの能力との対応、もう1つは、振動ローラの転圧回数とランマの

落下回数との対応関係である（図6－1参照）。本章では、これら2種類の対応関係

を求めるため、第4、5章での議論にもとつく理論的考察により前者の振動ローラと

ランマの能力との対応関係を、また、種々の振動回一ラと突固め試験による締固め実

験の結果より前・後老両方の対応関係を検討し、これらの結果を用いて、振動ローラ

を用いた現場での締固めを室内試験により予測する手法について、考察を加えていく

ことにする。
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図6－1　振動ローラによる締固めと突固め試験との対応関係

6－3　振動ローラとランマの能力との対応に関する理論的考察

　本節では、第4、5章での考察をもとに、ランマの能力と振動ローラの対応につい

て理論的検討を行う．両者の対応関係を求める方針としては、ある土をランマと振動

ローラの両方の手段により締固めるとき、両者の方法で、計算上得られる密度が等し

くなるところを対応するとし、種々のエネルギーをもつランマと種々の能力をもつ振

動ローラとの対応関係を調べることにする。
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　いま、第4章の計算で用いたのと同じ土を質量m（kg）のランマをh（m）の高さから

落下させて締固める場合を考える．第4章で考察したように、ランマを1回落下させ

たときには地盤の上部は締固まるが、ランマの効果は地中で探さとともに減衰し、

締固め密度も小さくなる。しかし、2回、3回とランマの落下を繰り返すとしだいに

ランマの効果は下部まで届くようになり、下部の土もよく締固められるようになる。

よって、ランマの効果が一次元的に伝播すると考えると、無限回のランマの落下に

より地中の深さ方向に対し一様な締固めが得られると考えられる。このとき得られる

土の密度はランマの質量、落下高さと土の圧縮特性（e～logP関係）が決まれば

第4章の議論により計算から求めることができる。すなわち、対象とする土が一様に

ランマの落下速度と同じかそれより大きい最大履歴速度をもてば理論上、それ以上

締固めは生じないと考えられるので、最大履歴速度＝ランマの落下速度と置き、これ

を（4・－7）、（4－9）、（4－10）式に代入して得られる間隙比より最大の締固め密度を計算する

ことができる。

　図6－2は、この考え方にもとづき、ランマの落下エネルギー（ランマ重量X落下

高さ）とそれにより得られる最大締固め密度との関係を上記の計算により求めたもの

である。計算では、土質条件としては、第4章と同じパラメータ（ρo＝1．12g／cm3、

K＝0・4、Gs＝2．83、　w＝0．0815）を用いた。また、ランマの落下エネルギーは、第4

章で考察したように、この値が同じでもランマ重量と落下高さとの組合せにより締固

め効果が異なるので、ここでは表6－1に示す組合せによりランマの落下エネルギー

を変化させ、どちらか一方のみを増減させることは避けた。図6－2より、ランマの

落下により得られる土の密度はランマの落下工．ネルギーとともに増加するが、その増

加の仕方は徐々に小さくなっていることがわかる。

　次にこれと同じ土を振動ローラで締固める場合を考える。振動ローラによる締固め

では前章の考察に従い、振動輪の重量と起振力にもとつく地表面圧力の伝播により締

固めが生じると考え、図6－3（a）に示されるローラの載荷を同図（b）のように地表

面に加わる等分布荷重に置き代えて地中の締固めを考える。この場合、等分布荷重の

大きさは、（振動輪の重量＋最大起振力）÷（転圧幅X接地幅）で表わされ、これが

地表面に載荷される場合地中に生じる圧力は（6－1）式に従い地中で減衰していくD。
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図6－2　ランマの締固め効果に関する計算結果

　表6－1　ランマの締固めに関する計算条件

ランマ質量 落下高さ ランマの落下
No． エネルギー
（kg） （■） （N・■）

1 0．5 0．05 0，245

2 1．0 0．1 0．98

3 1．5 0．15 2，205

4 2．0 0．2 3．92

5 2．5 0．25 6，125

6 3．0 0．3 8．82

7 3．5 0．35 12，005

8 4．0 0．4 15．68

9 4．5 0．45 19，845

10 5．0 0．5 24．5

11 6．0 0．6 35．28

12 7．0 0．7 48．20
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（a）

図6－3　ローラによる載荷のモデル化

σZ　＝

2・（W＋F） ｛ 2・d・B・z（d2＋B2＋8z2）

π・B・d （d2＋422）（B2＋422）　　　d2＋B2＋422

（6－1）

＋一・in－1 `厩7≒ご｝

，

F：振動輪の最大起振力

W：振動輪荷重（フレームを含む）

B：振動輪の幅

d：接地幅　　（0．1XB）

（N）

（N）

（■）

（m）

　このため、土の圧縮特性（e～logP関係）がわかっていれば、振動ローラによ

り締固められた地中の土の密度分布を知ることができる。そこで、前章で述べた建設

機械化研究所の締固め性能試験で使用された21種類の振動回一ラを用いて前述の土

を締固めたとして得られる土の密度を計算により求めた。計算では、転圧輪の接地幅

を転圧輪直径の1／10とし・土質特性（e～logP関係）には、ランマによる締固め

の場合と同じパラメータを用いた。そして、このようにして求めた個々の振動ローラ

にに対する締固め土の平均密度を図6－3の密度～ランマの落下エネルギー関係と

照らし合わせ、各々の振動ローラに対応するランマの落下エネルギーをこの図より読

み取った。図6－4は、この値をその振動ローラの能力の指標である動線圧（前章で

考察）に対してプロットしたものである。この図を得るための手順が多少こみいって

いたので図6－5にもう一度整理しておく．なお、両者の対応を求めるにあたり、
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実際の突固め試験では、底板からの反射波とランマの衝撃波とが重ね合わされ、より

大きな締固めが生じると考えられるが、現場での振動ローラによる締固めでも下層面

からの反射圧力波と振動ローラの入射圧力波との重ね合わせが生じると考えられるの

で、両者とも反射波の影響は、考慮しなかった。また、突固め試験では比較的小さな

モールドの中で繰り返し締固めを行うので、圧力波は一次元的に伝播すると考え、

また、振動ローラは広い領域の土を締固めるため、その効果は地中の深さ方向で2次

元的に減衰すると考えた。

　この図より、振動ローラの動線圧に対応してそれに相当するランマの落下エネル

ギーも大きくなっており、両老はほぼ、比例関係にあることがわかる。すなわち、

突固め試験により振動ローラを用いた現場締固めでの土の密度を予測するには、振動

ローラの能力（動線圧）に合わせてランマの能力も変えてやる必要があるということ

である。次節では、建設機械化研究所で行なわれた多機種の振動ローラの締固め試験

結果を用いてここで得られた結果に対し考察を加えていくことにする。

6－4　振動ローラによる締固めと突固め試験の対応関係に関する実験的考察

　本節では、6－2で述べた2種類の対応（1．振動回一ラの能力とランマの能力と

の対応、2．振動ローラの転圧回数とランvの落下回数との対応）について、種々の

振動ローラによる締固めと突固め試験結果にもとづき考察を行うことにする。振動

ローラによる締固めとしては、第5章で述べた建設機械化研究所での振動ローラの締

固め性能試験結果を利用し、突固め試験はこれと同じ土を種々の突固め条件（ランマ

重量、落下高さ、突固め回数）により締固め、両方の締固めにより得られた土の密度

を互いに比較することにより、振動ローラによる締固めと突固め試験との対応関係を

調べた。

　2種類の対応を議論するにあたり、振動ローラによる締固め、ならびに、突固め試

験結果に双曲線近似法を利用することにする。これは、これらの実験結果を

　　1．振動ローラとランマの能力の対応

　　2．振動回一ラの転圧回数とランマの落下回数の繰り返し効果の対応

の2種の要因に分け、個別に議論するためである。
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6－4－1　双曲線近似法の利用

　振動回一ラを用いて土を繰り返し転圧する場合

を考える。図6－6は、このとき得られる土の密

度と転圧回数との関係を模式的に示したものであ

る。この密度～転圧回数関係は（6－2）式で定義さ

れる双曲線により近似できることが経験的に明ら

かにされている2）。

ρd　＝ρdO十
N

（a＋bN）

図6－6

Number　of　Passes　N

締固め土の密度と転圧

回数との一般的関係

（6－2）

ρd　：転圧後の土の乾燥密度　　（kg／m3）

ρdO　：転圧前の土の乾燥密度　　（kg／m3）

N　　：転圧回数　　　　　　　　（回）

a、b：土質条件、締固め機械の特性により決まるパラメータ（面3／kg）

　ここで、パラメータaは、（6－2）式をNで微分し、N＝0とおけばわかるように、

密度～転圧回数関係を表わす曲線の初期接線勾配の逆数である。すなわち、aは、

図6－6の曲線のなだらかさを表わし、密度増加に対する転圧回数の効果を示すパラ

メータである．また、（6－2）式においてN→。。とすれば明らかなように、ρdO＋

（1／b）は、無限に転圧を繰り返したときに達成できる乾燥密度を表わす。すなわ

ち、パラメータbは、最終的に達成できる密度と初期密度との差の逆数を表わし、

転圧回数に関係しない量である。このように双曲線近似法を用いれば、a、　bという

2個のパラメータにより密度～転圧回数関係を近似的に表現できる。

　同一の土を振動ローラと突固め試験とで締固め、得られた密度～転圧回数関係、

あるいは密度～突固め回数関係を双曲線により近似すれば、振動ローラによる締固め

と突固め試験の両老において、a、　bを定義することができる。このとき、　bは前述
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のように、締固め回数に関係せず、振動ローラやランマ自身の能力により決まり、

またaは、締固め回数の増加にともなう密度増加の様子を表わす。よって、bにより

振動ローラの能力とランマの重量や落下高さとの対応を、また、aにより、振動回一

ラの転圧回数とランマの落下回数との対応を求めれば、振動ローラと突固め試験との

対応関係を決定することができる。以下では、パラメータa、bを媒介として、振動

ローラと突固め試験との対応関係を求めていくことにする。

　ここで、実際にパラメータa、bの値を求める

方法を記しておく。　（6－2）式を少し変形し次式の

形にする。

N

ρd ρdO
＝a＋bN （6－3）

（6－3）式から、縦軸にN／（ρd一ρdO）、横軸

に転圧回数Nをとると、図6－6の曲線は、図6

－7のような直線で表わされる。直線の傾きから

bを、1［1片からaを求めることができる。

（是ー迂）＼Z

互

Number　of　Passes　N

図6－7　双曲線近似法における
　　　　　パラメータの決定方法

　この双曲線近似法を振動ローラの締固め試験結果と突固め試験結果に適用し、その

結果得られるパラメータa、bを用いて、個々の振動P一ラとランマの能力との対

応、ならびに転圧回数と突固め回数との対応を別個に検討していくことにする。

　なお、パラメータaの値は、図6－6の曲線の形からも想像できるように、締固め

前の初期密度の値により大きく変化する。そこで、以下の議論で使用するパラメータ

aは、初期密度ρdoの影響を除くため、ρdo＝1．3×103　kg／m3に統一した場合のa

の値に補正を行うことにする。初期密度によるaの補正法とその適用性については、

本章の最後に付録として載せておく。
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6－4－2　振動ローラの締固め性能試験3）

　ここでは、振動ローラによる締固めとして、日本建設機械化協会建設機械化研究所

で行われている各種締固め機械の締固め性能試験結果を用いることにする。締固め性

能試験は、前章でも述べたとおり、個々の締固め用機械の締固め能力の相互比較を行

うことを目的とし、建設機械化研究所で過去20年以上の間、実施されてきた試験で

あり、多くの場合、同じ土を用い、同じ条件のもとで試験を行っているため、個々の

締固め機械の能力を互いに比較することができる。

　試験は、ロードローラ性能試験方法JISD6506－1963、タイヤローラ性能試験方法

JIS　A　8802－1971、振動ローラ性能試験方法JIS　A　8801－1971に準じて行われてお

り、以下にその手順を示す。

1）試験は、図6－8に示す長さ20M、幅5　m、深さ0．6田の試験用ピット内で行わ

れ、この中に実験用試料土と同じ土をよく締固めて、これを基盤とする。

2）この上に試料土を0．3mの厚さにまき出し、これを個々の締固め機械により16

回転圧を繰り返す。

3）転圧前、2、4、8、16回転圧後の土の密度と含水比をまき出し層上部におい

て測定する。16回転圧後については、まき出し層下部においても密度と含水比の

測定を行う。

4）実験で使用される試料土は砂質ロームであり、比重2．83、土質分類はSCであ

　る。表6－2にその物理特性を、また、図6－9に粒径加積曲線を示す。土の比重

が2．83というのは、多少大きいようであるが、繰り返し試験して調べてもこの値が

得られたので、以下、試料土の比重としては2．83を用いる。試験は、それぞれの機

種について含水比を4種類変えて行った。
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Test　Section　20　m

《Wldth　5　m）

Con6rete　Trough

図6－8　締固め機械の締固め性能試験

表6－2　試料土の物理特性
RiOO

’560

e4o
宣
82o
皇

Specific

fra▼ity

Liquid

kimitα）

Plastic

k諏it（z）

Plasticity

hndexα）

2．83 30．3 15．7 14．6

　　　　　005　0」　　　　　　　α5　　10　　　　　　　50　1〔1」O

　　　　　Particte　Size　《mm）

図6－9　試料土の粒径加積曲線

　本章では、上述の各種締固め機械の試験結果のうち、17種類の振動ローラに関す

るデータを用いることにする。振動ローラに関する試験は、この他にも行われている

が・今回は、試験条件が異なるもの、あるいは試料土の含水比の範囲が異なるものに

ついては除外した。今回対象とする振動ローラは、前章の表5－2のうち、番号にO

印を付したものである。なお、試験結果のデータは、建設機械化研究所が試験後に

公表している性能試験報告書より得たものである。

　図6－10は、試験結果の一例であり、典型的な乾燥密度～転圧回数関係を示して

いる．ただし、乾燥密度は、まき出した試料土層の上部で測定された値である。同様

の結果が17種類の振動ローラに対して得られている。図6－10を双曲線近似法に

より整理したものが図6－11である。よく近似できていることがわかる。他の振動
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，

ローラについても同じ整理を行った

が、どの機種についても双曲線近似

法はよい近似を与え、相関係数は、

95％以上であった。以上の整理に

より、17種類の機種それぞれに対

し4種類の含水比についてa、bの

値が求まったことになる。

　次にこのようにして求められた個

々の振動ローラのa、bと振動ロー

ラの能力との関係を調べる。振動回

一ラの締固め能力の指標としては、

動線圧が右効であることは前章で述

べたとおりであり、ここでも個々の

振動ローラの動線圧とパラメータ

a、bとの関係という形で整理を行

う．なお、今回対象としている振動

ローラは動線圧にして15～102kN／m

の範囲のものである。

　各振動ローラのパラメータa、

2
、2．

9
三2・

ξ1・

』t6

ξ1寸

▲〆▲

SDf6
会7一一r≡三・三

O　W＝7．8％
●　　　10．1

△　　　123

▲　　　15．O

　〇246810121416　　　　　　Number　of　Roller　Passes　　N

図6－10　締固め性能試験結果の一例

2aiOO　ow．．7．8％

宅　　・　1・・1
M　80　　　　　12．3

　　0　　　2　　4　　6　　8　　10　12　14　　16

　　　　　　　Numbe「of　Roller　Passes　N

　　図6－11　双曲線による近似結果

　　　　　　　　　　　　　　　bの値と動線圧との関係を調べるにあたり、機種に

より試験時の含水比が多少異なるため、4段階の試験時含水比に対するa、bの値よ

り補間を行い、所定の含水比（8、9、10％）に対するaとbの値を求めた。ま

た・bについては、締固めの限界を考えるという意味で、ρdO＋（1／b）により整理

を行い、これと動線圧との関係を調べた。図6－12、13は含水比9％の場合につ

いてこの結果をまとめたものであるが、これらは両者とも試料土層の上部の土に対す

る試験結果を整理することにより得られたものである。当然、同じ土でも下部の土は

上部ほど締固まっておらず、下部の土に対して同じ整理を行えば、図6－12、図6

－13のa、ρdO＋（1／b）の値は異なることが予想される。しかし、下部に対する

データが少いため、今回は上部での試験結果をもとに話を進めることにする。また、

89



　　　　　
　　　　08
　　　　ぷ
　　　　；・
　　　　ε

　　　　も6
　　　　9

　　　　04

　　　　　2

　　　　　　0

図6－12

　2．3

Aξ2・2

宣2．1

5

92・0
）

ci9　1’G

　　1．8

　　20　　　　40　　　　　60　　　　80　　　　100

　　　　Dynaniic　Line　Pressure　（kN／m）
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図6－13　ρdO＋（1／b）と振動ローラの動線圧との関係
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パラメータaについては、6－4－1で述べたように、すべて初期密度ρdO＝1．3　kg／■3

の場合のaの値に補正を行っている。

　図6－12よりaは多少のバラツキを示すが、動線圧の増加とともに指数的に減少

していることがわかる。また、図6－13のρdO＋（1／b）はaの場合と同様にバラ

ツキを示すが、動線圧とともに増加していることがわかる。他の含水比についても、

同様の整理を行ったところ同じような結果が得られた。

6－4－3　突固め試験におけるパラメータa、bについて

　突固め試験においてランマの重量や落下高さを変えた場合、乾燥密度～突固め回数

関係を双曲線近似して得られるパラメータa、ρdO＋（1／b）の値がどのように変化

するかを実験により調べた。ただしここでは、振動ローラの場合のa、bと区別する

ため、これらをa＊とb＊で表わすことにする。

　実験手順は、JIS　A　1210－r突固めによる締固め試験』で規定されている1000　cc

モールドに土を3層に分けてつめ、ランマ重量を24．5、34．3、44．1Nの3段階、

落下高さを0．1、0．2、0．3、0．44、0．55mの5段階に変化させて締固めを行った。そ

れぞれの実験に対し、落下回数を5、10、15、25、45回の5段階変え、得られた乾燥

密度～突固め回数関係に双曲線近似法を適用することにより、各実験に対するa＊、

b＊の値を求めた．実験で用いた試料土は、振動ローラの性能試験で用いられたもの

と同じ砂質n一ムである．また、含水比は、8、10、12、14％付近の4段階について

実験を行った。表6－3これらの実験条件をまとめて示す。

表6－3　突固め試験における実験条件

Weight　of

qer（N）
Height　of　DrOP
@　　　　（c■）

N題ber　of　Drops
@　　per　Layer

Hoisture

bontent（駕）

24．5 10，20，30，44，55

34．3 10，20，30，44

5．10

P5．25

@　45

4steps

44．1 10，20．30
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　図6－14（a）は、得られた結果の一例であり、ランマ重量WR＝44．1N、落下高

さH＝0．2匝の場合について、乾燥密度が落下回数とともに増加することを示してい

る。これを前節と同様に双曲線により近似し、（6－3）式の整理を行うと同図（b）のよ

うになる。この場合も密度～突固め回数関係は双曲線近似法によりうまく表現できる

ことがわかる。この図より、4種類の含水比に対する定数a・とb・の値が求まる

が、他の実験結果についても同様の整理を行った。

22’o

享1’8

皇t6

言14

』1・2

ξ1｡

繧…ヨ≡
／

OWs7．7％
●　　10．3

△　　12．5

▲　　14A
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（a）密度～突固め回数

　　　図6　一一14
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吉100
も
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二
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／°〆

O　Ws7．7％
●　　　103

△　　12．5

0　　　10　　20　　30　40　　50

　Number　of　Pass冶s　　N

（b）双曲線近似結果

突固め試験結果の一s例

　次にこのようにして得られたパラメータa・とb・とランマの能力との関係を調べ

る．ランマの能力の指標としては、rランマ重量X落下高さ』により示されるランマ

の落下エネルギーKにより表わすことにする。図6－15と図6－16は、a＊、

いとランマの落下エネルギー（K）との関係を含水比別に整理したものである。

ただし、b＊については、ρdO＋（1／b＊）の形で整理を行い、また含水比の違い

についても前節と同様の補間を行うことにより、所定の含水比（8、9、10％）に対す

る整理を行った．また、a・についても振動ローラの場合と同じく、初期密度ρdO＝

1・3kgん3の場合に補正を行い、この結果をプロットしている。これらはそれぞれ振

動ローラの場合の図6－12や図6－13と同じ傾向を示しており、突固め試験にお

けるランマの落下エネルギーと振動ローラの動線圧とが対応することがわかる。以上

は含水比9％の場合の結果であるが、他の含水比についても同様の結果が得られた。
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6－4－4　振動ローラと突固め試験との対応関係について

　6－4－2、6－4－3より明らかになったことをまとめると以下のようになる。

1）振動ローラを用いた締固めにおいては、乾燥密度～転圧回数関係を双曲線近似

　することにより得られるパラメータa、ρdO＋（1／b）は、土質条件が一定である

　ならば振動ローラの動線圧（DLP）により決まり、図6－12、図6－13のよう

　な関係がある。

2）突固め試験においては、乾燥密度～突固め回数関係を双曲線近似して得られるパ

　ラメータa＊、ρdO＋（1／b’）の値は、土質条件が一定であるならば、ランマの落

　下エネルギー（K）により決まり、図6－15、図6－16のような関係がある。

以上の結果より、振動ローラの動線圧とランマの落下エネルギーとの対応、ならび

に、振動ローラの転圧回数とランマの落下回数との対応を求める。

（1）　振動ローラの動線圧とランマの落下エネルギーとの対応

　図6－13と図6－16より、ランマの落下エネルギーと振動ローラの動線圧との

対応関係を求める。ここで、図6－13は既に述べたように、振動ローラにより転圧

されたまき出し層上部のデータをもとに描かれたものである。そこで、この結果を

まき出し層全体の密度に関するものに補正を行う。密度の補正は、無限に転圧を繰り

返したときのまき出し層下部の密度がわかれば上部密度との平均をとればよいのであ

るが、今回のデータでは下部密度は16回転圧時のデータしかないため、無限回、転

圧を行った場合の下部密度を求めることは不可能である．そこで、無限回転圧時にも

16回転圧時と同じ割合で締固め密度が地中で減衰すると仮定することにより、16

回転圧時のデータから無限回転圧時のまき出し層下部の密度を推定し、まき出し層全

体の平均密度を求めることにする。一般に、振動ローラを用いた締固めでは、16回

転圧を繰り返すと土はもうそれ以上締固まらない状態になっていることが多いので、

16回転圧時のデータから無限回転圧時の密度を補正してもそれほど大きな誤差は生

じないと考えられる。なお、含水比の補間を行い、所定の含水比（8、9、10％）

に対する密度を求めるのは、上部密度の場合と同じである。
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図6－17 まき出し層下部の密度の影響を考慮した
締固めた土の密度～動線圧関係

　このようにして得られた無限回転圧時のまき出し層全体の平均密度と動線圧との関

係を描くと図6－17のようになる。振動ローラとランマの能力の対応は、この図と

ランマに対する実験結果である図6－16から求める。すなわち、図6－16の結果

を図中の双曲線で近似し、これと図6－17より、ρdO＋（1！b）の値が等しくなる

ところの動線圧（DLP）とランマの落下エネルギー（K）とを調べ、その対応関係を

プロットしたところ図6－18のようになった。図6－18より明らかなように、バ

ラツキはあるが動線圧とともにランマの落下エネルギーも増加し、その傾向はこの程

度の含水比の差異では変わらないことがわかる。この結果は、6－3節の理論計算に

よる動線圧とランマの落下エネルギーとの対応と同じ傾向を示しており、これを

（6－4）式のような比例関係で表わしたところ、比例定数としてC＝0．16が得られ

た（図6－18中の直線は、この比例関係を表わしている）。
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K＝C・DLP （6－4）

K　：ランマの落下エネルギー（N・m）

DLP：振動ローラの動線圧　　　（kN／m）
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図6－18 振動ローラの動線圧とランマの落下エネルギー
との対応（実験結果）
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（2）　振動ローラの転圧回数とランマの落下回数との対応について

　次に、a、　a＊を媒介として振動ローラの転圧回数とランマの落下回数との対応を

求める。振動ローラのaに関しては、ρdO＋（1／b）の場合と同じく、まき出し層全

体に対する値に補正することが望ましいが、aに関しては、まき出し層下部の密度が

16回転圧時のみしかわかっていないという条件では補正することができないので、

6－4で求めた値をそのまま用いて議論を進めていくことにする。

　図6－12と図6－15を比較すると、振動回一ラによる締固めと突固め試験とで

は、aの値の範囲が異なることがわかる。これは、振動ローラの転圧回数1回に突固

め試験の落下回数1回を対応させたためであるが、必ずしも、このような対応をとる

必要はない．実際には、突固め試験においてランマをm回（m＞1）落下させたとき

に始めて、振動ローラの転圧1回と同じ締固め効果が得られると考えたほうが妥当で

ある．これについて、もう少し詳しく考えてみることにする．

　今、突固め試験における落下回数をN＊で表わし、突固め試験結果を双曲線により

近似すると次式のようになる。

N＊

ρd　＝ρdO十
（a＊　＋b＊　N＊）

（6－5）

　また、振動ローラによる締固め結果を双曲線により近似した結果を次式により表わ

す。

N
ρd　＝ρdO十

（a＋bN）
（6－6）

　ランマの落下m回が振動ローラの転圧1回に相当すると考えると、N・＝mNが成

り立つ．突固め試験により現場と等価な締固めを行うには、（6－5）、（6－6）式により

表わされる乾燥密度が等しくなければならない。両式の右辺がそれぞれ等しいとして

N＊＝mNを考慮すると、
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a＊

a＝ 、　　b＊＝b （6－7）

m

という関係を得る。bは無限に転圧を繰り返したときの乾燥密度により決まるから、

当然、mの値によらず一定である。（6－7）式より、突固め試験により得られたa＊は

現場の締固めにおけるaのm倍になることがわかる。

　次に、振動ローラの締固め試験データと突固め試験結果よりmの値について検討を

行う．（6－7）式からもわかるようにmは、a・とaの比により定義される。そこで、

図6－12の個々のプロット点のaの値とそれらの点の動線圧に対応するランマの落

下エネルギーを用いて図6－15から読み取ったa・の値により、mを求めた。ただ

し、ここでは、図6－15におけるa・とランマの落下エネルギーとの関係を図中の

曲線で近似し、所定の落下エネルギーに対するa・の値を求めた。この操作により

得られたmを動線圧に対して描くと、図6－19のようになった。
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図6－19　振動ローラの転圧回数とランマの落下回数との対応
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　この図よリバラツキは大きいが、mの値としては5をとるのが妥当と考えられる。

しかし、m＝5という値は、まき出した土層の上部密度に対するデータから得られた

値である。前にも述べたように、下部の土は上部ほど締固まらないため、まき出した

土層全体に対するaの値はもう少し大きくなり、mの値は逆に、小さくなると考えら

れる。mの値については後に示す検証実験のところでもう一度、検討する。

6－5　突固め試験による現場締固め状況の予測方法

　以上、振動ローラによる締固めと突固め試験との対応について述べてきた。この

対応関係を利用すると、現場での締固めを突固め試験により予測することができる。

まず、現場で使用されている振動回一ラの諸元から動線圧を計算し、（6－4）式よりこ

れに対応するランマの落下エネルギーを決定する。落下エネルギーが決まれば、ラン

マの重量、落下高さが決まるので、JISで規定されている1000ccモールドに現場

の土を3層に分けてづめ、突固め試験を行う。

　このとき、現場での密度～転圧回数関係を推定するためには、試料土の含水比は

一定のままで、突固め回数を数段階変えて突固めを行う。ただし、突固め回数は、

振動ローラの転圧回数のm倍とする。

　また、振動ローラを用いた場合の締固め曲線を予測する場合は、突固め回数一定で

試料土の含水比を数段階変えて突固めを行えばよい。これらをフロチャートに表わす

と図6－20のようになる。
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6－6　現場実験による検証

　本節では、前節において提案した手法の現場締固めに対する適用性を調べるため、

現場実験、ならびに実際の施工現場で行われた締固め試験結果により検討を行った．

　なお、以下の3例の検証実験では、ランマの落下エネルギーと振動ローラの動線圧

との間の比例定数の値としてC＝0．18を用いている。本章では、これと異なり、

C＝0．16とすることを提案したが、これは、当初、振動回一ラとランマの能力と

の対応を考えるにあたり（6－5節の議論）、振動ローラの無限回転圧時のまき出し

層下部の密度の推定に少し違った方法を用いていたためである4）。実際には、本章で

示した下部密度の推定法の方がより妥当であると考えられるが、以下の現場実験を行

った時点では、C＝0．18という結果しか得られておらず、現場締固めの予測もこ

の値を用いて行った。しかし、これにより生じるランマの落下エネルギーの差は小さ

く（約1割程度）、C＝0．16とした場合に比べ、室内試験による予測密度がわず

かに大き目に見積られる程度であると考えられるので、本章ではC＝0．18とした

予測結果をもとに話を進めることにする．

　また、一般に、現場では締固めに先立ち、ブルドーザー等の重機により土を敷き

均すため、現場での締固め前の初期密度は室内試験におけるモールド内の土に比べ、

かなり大きい値となっている。このため、突固め試験においても現場のブル転に合わ

せて予備の締固めを行ってやればよいのであるが、現場での敷き均し方法が一定では

ないため、ここでは、突固め試験の結果（定数a、b）を現場の初期密度に合わせて

補正し、この補正後のデータを用いて予測を行った。突固め試験結果における初期密

度の補正力法は、本章の最後に付録として掲載する。

6－6－1　検証実験A

　以下に示すような現場実験に対し、密度～転圧回数関係の推定を試みた。まず、試

料土と同じ土をよく締固めて造成した基盤上に試料土を約0．5mの厚さにまき出し、

試験ヤードとした。このヤードを振動ローラを用いて締固め、転圧前、2、4、8、

10回転圧後の乾燥密度を砂置換法により測定した。実験に用いた試料土は砂質シル
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●

ト（SF）で、　Gs＝2．75、　Uc＝350、　Dmax＝20　mm、D50＝0．3　mm、　PL＝12．4％、

LL＝21．3％である。また、実験で用いた振動ローラの動線圧は101　kN／mであった。

　次に、この試料土を持ち帰り、前節で述べた方法により突固め試験を行った。その

結果から、．転圧後の乾燥密度と転圧回数との関係を推定し、これと現場での実測結

果との比較を行った。突固め試験としては、動線圧101kNlmに対応するランマの落下

エネルギーが（6－4）式より18．2N・■であるので（C＝0．18を採用）、44．1　N（4．5kgf）

のランマを0．41mの高さから落下させることにした。

　密度～転圧回数関係の予測結果と現場の実測結果とを図6－21に示す。O印は実

測結果を、●はそれらの平均値を表わす。また、図中の実線は振動ローラの1回の転

圧に対し、ランマの落下5回を対応させることにより求めた予測曲線であり、破線と

点線はそれぞれ、ランマの落下3回と1回を対応させた場合の予測結果である．

図6－21より、mの値としては5では大きく、3が適当で、　m＝3とすると現場

データにはバラツキはあるものの、予測結果と実測結果は比較的よく一致することが

わかる．
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図6－21 密度～転圧回数関係に関する現場締固め
試験結果とその予測結果
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6－6－2　検証実験B

　これは、実際の現場の締固め施工に際し、締固め機械の機種選定、対象土の締固め

状況などを検討するために実機を用いて行われた試験結果の一部を先と同様に突固め

試験により時前に予測し、実測値と比較したものである。

　現場では、試料土を0．2田の厚さにまき出し、6回転圧後の土の乾燥密度と含水比

をRIにより測定している。ただし現場データは、土取り場や試験日の違いにより、

試験時含水比が多少異なるので、含水比による締固め乾燥密度の違いを表わす締固め

曲線を予測することにした。試料土は崖錐材で、比重2．75の砂質土である。また、

この土はレキを含むため、以下に示す現場のデータはレキ率補正をした結果である．

現場試験に用いられた振動ローラは実験Aと同じ動線圧101kN／mのもので、これに対

する室内試験では、先と同様に44．1N（4．5　kgf）のランマを0．41　mの高さから

落下させ、15．9mm以下の試料土に対し、含水比を6段階変えて締固め実験を行っ

た．以上の実験により締固め曲線を求め、実測結果との比較を行った。

　図6－22はこの結果であり、

この場合も実線が振動ローラの転

圧1回に対し、ランマの落下5回

を、破線と点線がそれぞれ、3回

と1回の落下を対応させた場合で

ある。やはり、m＝5、　m＝1の

ときより、m＝3の場合がよく合

っているようである。
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図6－22 現場締固め曲線の実測結果と予測
結果の比較
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6－6－3　検証実験C

　6－6－1と同じく、現場締固めにおける密度～転圧回数関係の予測手法の適用性

を検討するため、現場実験を行った。実験手順は、以下のとおりである。

1．試料土と同じ土をよく締固めた基盤上に5mX　10血XO．3皿の試験ヤードを

　ブルドーザー（自重23t）を用いた敷き均しにより造成する。

2．この上を振動ローラにより繰り返し転圧し、転圧前、1、2、3、5、10回

転圧後の土の乾燥密度と含水比をRIにより計測する。計測は、1ヤード内‘こっき

　3箇所で実施し、各測定点とも2回行う。

3．あらかじめ、現場から採取した試料土を用いて突固め試験を行い、現場における

乾燥密度～転圧回数関係を予測しておき、実測データと比較する。

　使用した試料土は真砂土（Gs＝2．66、　Uc＝30、　Dmax＝20　mm、D50＝1ロ回）であ

り、含水比は、6％であった。実験で用いた振動回一ラは、動線圧136．73kN／mの大

型のもので、これに対する突固め試験におけるランマの落下エネルギーは、（6－4）式

より、24．612N・匝　となるので、44．1N（4．5　kgf）のランマを0．56皿の高さか

ら落下させ、突固めを行うことにした（1000ccモールド、3層）。なお、ここでは、

前2例の結果にもとづき、ローラの転圧1回に対し、ランマの落下3回が対応すると

して予測を行うこととする。

　図6－23は、現場実験の結果と室内試験による予測結果であり、（a）、（b）、（c）の

3種類の図は、測定点の違いを表わしている。この図の（a）、（b）では予測値は実測値

と比較的よく一致しているが、（c）では、予測値の方が実測値よりもかなり大きめに

なっている。同じ機械を用い、同じ土を同一の条件下で締固めているはずであるにも

かかわらず、現場ではこの程度の誤差はでるようである。今回は、これと同じ実験を

全部で3ケース行ったが、いずれの場合も3測定点のうち1点で実測値が予測値より

も小さくなり、予測値は現場密度の上限を与えるという傾向を示した。
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6－6－4　実験結果に対する考察

　以上、今回提案した方法に対する検証実験を行った。これら3種類の実験から、

明らかになったことをまとめると、

1）ローラの転圧回数とランマの落下回数との比率mの値としては、3が適当と考え

　られる．

2）建設機械化研究所の実験はすべて、まき出し厚さが0．3mで行われたが、検証実

験Aでは0・5m、検証実験Bでは0．2皿で行っている。当然、まき出し厚さは締固

　め状況に影響を及ぼすと考えられるが、今回の検証実験で使用された振動ローラは

比較的能力の大きいものであり、十分な締固め能力があったためまき出し厚さによ

　る影響は見られなかった。

3）今回提案した現場締固めの予測手法は、建設機械化研究所での比較的整った条件

のもとで行われた試験のデータを用いて考案されたものである。このため、複雑な

現場条件下における締固めでは、種々の阻害要因の影響により、予測値よりも小さ

な締固め密度しか得られない場合もある。よって、締固め密度の予測値は、その現

場で得られる密度の上限を与えると考えればよい。

6－7　結　　論

　以上、振動ローラによる土の締固めと室内突固め試験との対応関係を調べ、それを

利用した現場締固め状況の予測方法について述べてきた．それらを要約すると以下の

ようである。

1）突固め試験を振動ローラによる締固めの模型実験とみなし、a）振動回一ラ自身

　の能力とランマの重量、落下高さとの対応、b）振動ローラの転圧回数とランマの

　落下回数との対応、を考える。

2）上記・a）の対応関係を求めるため、ランマの落下により得られる土の締固め

　密度と振動回一ラによる締固め密度とを理論的に考察した．この結果をもとに振動

　ローラの動線圧とランマの落下エネルギー（ランマ重量X落下高さ）との対応関係
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　を求めたところ、両老は比例することが明らかになった。このことから、突固め試

　験を利用して振動ローラによる締固めを予測するには、個々の振動回一ラの能力に

　合わせてランマの落下エネルギーを変えてやる必要があると考えられる。

3）1）のa）、b）両者の対応関係を求めるため、同一条件の土を多機種の振動

　ローラとエネルギーを変えた突固め試験により締固めた．その結果、振動回一ラの

　動線圧とランマの落下エネルギー（ランマ重量×落下高さ）との間には、（6－4）式

　で表わされる比例関係があり、2）の理論的に求めた対応関係と一致することがわ

　かった。

4）3）の実験結果と後述の現場検証実験から、ランマの落下回数3回が振動ローラ

　の転圧1回に相当することがわかった。

5）2）、3）、4）の結果から、個々の振動ローラに対応して突固め試験のランマ

　重量と落下高さを変え、振動ローラの転圧回数に相当する回数だけランマを落下さ

　せて締固めを行えば、現場におけるのと同じ密度が得られることになる。

　次に、これらの結果から、実際の現場で行われた振動ローラによる締固め状況を突

固め試験により予測し、実測結果との比較を行った。今回行った検証実験の範囲では

この方法により現場での密度～転圧回数関係や締固め曲線をある程度、予測すること

ができたが、予測結果は、現場での締固め密度の上限を与える傾向を示した。

この手法に関し、今後検討を要する問題としては、以下のことが考えられる。

1）今回、提案した方法ではまき出し厚さを0．3皿としているが、実施工におけるま

　き出し厚さがこれと異なる場合には、締固めにより得られる土の密度も多少、予測

　値と異なることが予想される。

2）検証実験より、比較的粒度分布のよい砂質ローム、シルト、砂質土などの土につ

　いてはこの方法が右効であると考えられる。しかし、細粒分の多い粘土や高含水比

　で粒度分布の悪い砂については、室内試験では、土がモール’ドにより拘束されるた

　め、現場におけるほど土が流動せず、突固め試験により予測した結果の方が多少、

大きめにでると考えられる。
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などである。この内、適用土質の問題は特に重要な問題であり、

この方法を用い、その適用性について検討する必要がある．

さらに多くの現場に
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付録　初期密度ρdOによるパラメータa、　bの補正について

　土を転圧用ローラを用いて締固める場合、これにより得られる密度と転圧回数との

関係が（1）式で表わされる双曲線によりうまく近似できるということは、本文中で述

べたとおりである（突固め試験においても、密度と突固め回数との関係は同様にこの

式で近似できることも本文中で述べた）。

ρd　＝ρdO十
N

a＋b・N

ρd　：締固め後の土の乾燥密度　（kg／m3）

ρdO　：締固め前の土の乾燥密度　（kg／m3）

N　　：転圧回数（突固め回数）

a、b：パラメータ

（1）

■

　ここで、パラメータa、bは、土質特性、ローラの能力の他に締固め前の土の初期

密度にも依存する。このため、本文中で述べたように、このa、bにより個々の機械

の比較、突固め試験との対応を求めるには、初期密度の条件をそろえてやる必要があ

る。しかし、実際のローラを用いた締固め試験はおろか、モールドを用いた室内突固

め試験においてすら、毎回同じ初期密度をもつ土を準備することは不可能に近い。

そこで、任意の初期密度の土に対する締固め試験結果から、所定の初期密度の土に

対するパラメータa、bの値を推定する手法を考えることにする。

この目的のために、ここでは以下の2つの仮定を設ける。

（1）ある決められた土を無限に繰り返し転圧（突固め）する場合、得られる土の

密度は初期密度の影響を受けず、締固め方法にのみ依存する。

（2）N回目の締固めにより得られる土の密度の増分は、N－1回目終了時の密度に

より決まり、それ以前の密度の増加の仕方に依存しない。
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　この仮定を用いて、パラメータa、bの初期密度による補正法について考察する。

　いま、ρdOという初期密度をもつ土を締固め試験することにより得られた密度～

締固め回数関係を付図一1上のAの曲線で表わす。次に、これと同じ土をρd1という

初期密度から同じ方法により締固めた場合の密度～締固め回数関係を同図のB曲線で

表わす。図では、ρdl＞ρdOの場合を示しているが、ρd1＜ρdOであっても同じこと

である。上記の2つの仮定をこの図に適用すると、ρd1から締固めを始めた場合の

密度～締固め回数曲線（B曲線）は、ρdOから始めた場合のA曲線を平行移動した

ものに等しいということになる。

△N N

● 付図一1　土の密度と締固め回数との関係

　この場合、当然、パラメータa、bの値も変化するが、これについて詳しく考えて

みることにする。いま、曲線Aと曲線Bをそれぞれ、次式の双曲線によって表わす。

N
A曲線 ρd　＝ρdO十 （2）

ao＋bo・N

N
B曲線 ρd　＝ρd1十 （3）

a1十b1・N
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　仮定（1）から、（2）、（3）両式の極限密度（無限回締固めを繰り返した場合に得ら

れる密度）は等しく、次式が得られる。

　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　1
　　　　　　　ρdO十　　　　　＝　 ρd1十　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　　　　　　　　　　　bo　　　　　　　　　bl

　（4）式を整理することによって、次式が得られる。

　　　　　　　　　　　　　bo
　　　　　　　b1＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　　　　　　　1－△ρdO．bo

　　　　　　　△ρdO＝ρd1一ρdO

　また、付図一1において、曲線Bの曲線Aからの平行移動量を△Nとおくと、これ

は図から次式により表わされることがわかる。

　　　　　　　　　　　　ao・△ρdO
　　　　　　　△N＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　　　　　　　　　1－bo・△ρdO

　また、曲線Aを（6）式で表わされる△ρdOだけ平行移動すると曲線Bになるわけで

あるから、次式が成立する。

　　　　　　　　　　　N＋△N　　　　　　　　　　　　　N
　　ρd　＝ρdO十　　　　　　　　　　　　　＝ρd1十　　　　　　　　　　　　 （7）

　　　　　　　　ao十bo・（N＋△N）　　　　　a1＋b1・N

　（7）式を整理し、（6）式を代入すると、次式が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　ao
　　　　　　　a1＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　　　　　　　　　　（1－bo・△ρdO）2

　（5）、（8）式の関係を用いると、ある初期密度より締固めを始めた場合のパラメータ

a、bの値（ao、bo）と初期密度の差△ρdOが与えられれば、任意の初期密度よ

り締固めを始めた場合のパラメータa、b（a1、b1）を推定することができる．

　次に、この手法の適用性を調べるため、本文で述べた振動回一ラの締固め性能試験

結果のデータを用いて考察を行う。ここで用いるデータは、第6章の図6－10と
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この他に適当に選び出した振動ローラに関するデータである。これらのデータでは、

締固め前、ならびに2、4、8、16回転圧後の乾燥密度が4種類の含水比の土に対して

与えられている。そこで、締固め前の密度を初期密度とし、密度と転圧回数関係を

双曲線近似した場合のパラメータをao、bo、また、2回転圧後の乾燥密度を初期

密度として、それ以降のデータを双曲線近似することにより得られるパラメータを

a1、b1とし、これらを試験データより求めた。後老は試験データのうち、最初の

2回の転圧を予備転圧と考え、これにより得られる密度を初期密度とするという意味

であり、この場合、双曲線近似する場合の転圧回数もすべて2回分を減じて、2、6、

14回で考えることになる。また、これと並行して、パラメータa1、blを（5）、（8）

式を用いてao、boから推定し、実測結果より求めた値と比較することにより、

ここで考えた補正法の適用性を検討した。

　付図一2は、パラメータaの推定値と実測値を比較したものである。同様に付図一

3は、パラメータbについて、推定値と実測値を比較したものである。これらの図よ

り、多少のバラツキはあるものの、（5）、（8）式による補正は右効であると考えられ、

第6章の本文中のデータは、すべて、この補正法により初期密度を所定の値にそろえ

て処理を行っている。
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第7章　締固め施工におけるまき出し厚さの決定力法について

7－1　概　　説

　一般に盛土の締固め施工は、土をある一定の厚さにまき出し、これを振動ローラ、

タイヤローラといった機械を用いて転圧することにより実施される。このとき土のま

き出し厚さの大きさは施工速度、ならびに土構造物の品質に影響を及ぼし、施工上、

非常に重要な要因である。まき出し厚さを決定する上での注意としては、

　　　1）まき出し層全体が規定の密度以上に締固まること

　　　2）施工速度を大きくするため、可能な限り大きくすること

である。このうち、1）の条件は地中の締固め状況により決定されるが、これは一般

に機械の能力、転圧回数、土質、含水比などにより異なり、簡単に議論することがで

きない。このため、大規模な締固め施工に際しては、実機を用いた盛立試験を行い、

まき出し厚さを決定している。しかし、小規模な工事では、盛立試験を行うこともで

きず、また施工中、土質特性が土取り場の条件に応じて変化していく場合の多いこと

を考えると、簡単な室内試験により最適まき出し厚さを決定できることが望ましい。

　本章では、土質特性、締固め機械の種類、能力等により地中の締固め状況が異なる

原因を検討し、さらにこの結果にもとづき、振動ローラを用いた場合の最適まき出し

厚さの簡易的決定方法について考察を行う。

7－2　使用したデーターについて

　最適まき出し厚さの決定手法を検討するためには、種々の締固め機械、土質特性と

地中の締固め状況との関係を調べる必要がある。本章では、上述の関係を検討するた

めに、第5、6章で述べた建設機械化研究所で行われた各種締固め機械の締固め性能

試験結果を利用することにする。この試験の詳細については第6章で述べたとおりで

あるが、本章では、この中でも16回転圧後のまき出し層下部と上部で測定された

密度のデータを用いることになる。
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7－3　機械、土質による締固め状況の違い

　前章で述べた建設機械化研究所における締固め性能試験は、多機種の振動ローラ、

タイヤ回一ラ、マカダムローラに対して実施されているD。そこで、これらのデータ

をもとに、地中の締固め状況と機械の種類、能力ならびに土の含水比との関係を調べ

た。地中の締固め状況としては16回転圧後のまき出し層下部と上部の乾燥密度の比

を用いることにする．当然、この比が1より小さいほど地中まで締固め効果が充分及

んでいないことになる。なお、地中の締固め状況は転圧回数によっても多少変動する

が、一般に振動ローラを用いた締固めでは、16回転圧を繰り返せば、土はもうそれ

以上、締固まらない状態にまでなっている場合が多く、ここでの議論は充分締固めを

行っている現場締固めを想定していることになる。

　図7－1は、小型振動ローラ（重量1．27t）、大型振動ローラ（重量10．17　t）、

タイヤローラ（重量17．45t）、マカダムローラ（重量10．96　t）に対する試験結果

から、まき出し層下部と上部の乾燥密度の比と土の含水比との関係を整理したもので

ある。プロット点に付した数字は、まき出し層上部の土の密度を表わしている。

00
@95　90　85

　

　　　Pdl」pper　　　　　　　　　　tg65　　　　1・81

　　　　　＼　　　　　／

■Tir●R．

6　　　8　　10　　12　　14　　16

Moisture　Content　　　　（％）

図7－1　各種締固め機械の締固め試験結果
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　他のローラについても同様の整理を行ったがその結果、一般的傾向として次の事柄

が明らかになった。

1）一般に振動ローラは地中深くまでその効果が行きわたるといわれているが、地中

　の締固め状況は土の含水状態により変動し、含水比によっては0．3m　という深さ

　をも締固めることができない。なお、振動しないマカダムローラについても同じ結

　果が得られた。

2）1）の傾向は振動ローラの能力により異なり、小型の振動ローラほど顕著であ

　る。

3）タイヤローラの場合、含水比が地中の締固め状況に及ぼす影響は他のローラほど

　顕著ではなく、0．3mというまき出し厚さでは比較的均一に締固まる場合が多い。

　ただし、ここではまき出し層の下部と上部の密度比を取り上げており、締固めの

　絶対量で考えるとタイヤローラではあまり高い密度が得られないこと、ならびに、

　図7－1は16回転圧後のデータをもとに描かれており、転圧回数がこれより少い

　場合には、多少異なった傾向を示す可能性があることに注意する必要がある。

　このように、地申の締固め特性は機械の種類、能力、土の特性（含水状態）により

異なるが、この原因としては次の事柄が考えられる。

（1）ローラの接地面積の問題

　タイヤローラと振動ローラ、マカダムローラとの大きな違いは、その載荷方式であ

る。前者は載荷部であるタイヤが変形しやすいため、接地面積、特に側面から見たタ

イヤの接地部分の長さ（接地幅）は大きく、また、土質によらず比較的一定している

と考えられる。これに対し後者は、載荷部が鉄輪であるため、車輪の変形は全くな

く、特によく締固まった地盤上ではその接地面積は小さい。タイヤローラと振動回一

ラとの地中締固め状況の差異は接地面積に起因するところが大きいと考えられる。

（2）土の締固め特性の問題

　図7－1からも明らかなように、同じ機械を用いても含水比により地中の締固め状

況が異なる。これは、土の締固め特性が含水比とともに変化するためと考えられる。
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すなわち、地中に伝わる外力が同じでも、それに対する締固め応答が土質により異な

るのである。

　次に、この2つの原因について詳しく検討を行う。

7－4　ローラの接地面積と地中の応力分布について

　車輪が地表面を通過するときには、第6章でも述べたように荷重は等分布ではなく

複雑な分布形を示し、また、図7－2（a）に示すように接地面も平面ではないが、簡

単のため（b）図のように地表面に等分布荷重がかかる問題に置き換えることにする。

そして、地盤を半無限の弾性体と仮定し、回一ラ荷重による地中応力を評価する。

（a）

図7－2　転圧用ローラによる載荷のモデル化

　今、重量P、転圧幅Bのローラが接地幅dで転圧を行う場合を地表面に等分布荷重

　po＝P／（B・d）が作用する問題に置き換えると、荷重中央直下（（b）図、

x＝0、y＝0）zの深さにおける鉛直応力6zは（6－2）式と同じく次式により表わ

される2）。

a・一＝

?f｛（d，、．4，、、）、（Y、．4，2）

・・江1 a≒B后｝

2・d・B・2（d2＋B2＋822）

d2＋B2＋422
（7－1）
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　このとき、地中での応力伝播状況を検討するため、

　　　　　　z＝0．1■における応カ　……　6zl

　　　　　　z＝0．3mにおける応カ　……　6z3

とし、応力比　6z3／6z1を接地幅dに対して描くと、図7－3のようになる。図で

は転圧幅Bの違いによる影響をみるため、B＝2皿、B＝1mの2ケースが示されて

いるが、どちらの場合も地中の応力比は接地幅dにより異なり、dが小さいほど応力

比も小さくなっている。すなわち、接地幅が小さいと地中での応力の減衰が大きいこ

とがわかる。逆に、dが大きい場合には、応力比は1に近く、上部と下部の差は小さ

い。これに対し、転圧幅Bによる応力比の違いはあまり顕著ではなく、地中応力に影

響を与える要因としては、接地幅dが非常に重要であることが予想される。

■

　100

ヌ

）80

亘60
6

ち40
日

E20

，7
e

，”一一

O　　　O．2　　0．4　　0」6　　0．8　　1．O

　　Contact　Width　d（m）

図7－3　転圧輪の接地幅と地中の応力状態との関係

　この結果をもとに、図7－1をもう一度検討してみる。

　まず、タイヤローラで地盤を締固めるときには、タイヤが変形し、接地幅が大きく

なるため、地中下部にも上部と同じ程度の力が伝わり、下部の土は上部の土と同様に
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締固まるものと思われる。逆に、振動ローラ、マカダムローラといった鉄輪ローラで

はローラ自体が変形しないため、接地幅は小さく、そのため、下部までn一ラの効果

が充分伝わらず、上部に比べ締固まりにくいと考えられる。また、振動ローラの中で

も小型のものは大型のものに比べ、車輪径も小さく、重量も軽いため、接地幅はより

小さくなり、締固め効果の地中での減衰はさらに大きくなると考えられる。なお、

ここでは、ある特定の2つの深さの点（たとえば、z＝O．lm、z＝0．3皿）における

締固め力の比のみを考えており、締固め力の絶対値（締固め効果）は小型の振動ロー

ラや接地幅の大きいタイヤローラでは小さい。

7－5　土の締固め特性と地中の締固め状況について

　土に圧力、振動、衝撃などの締固め力を加えると土は締固められ密になる。このと

き、土の密度と締固め力との関係を模式的に表わすと図7－4のようになる。図に示

すように土は加える締固め力とともにその密度を増すが、増加の仕方は徐々に小さく

なる。この密度と締固め力との関係は土の種類や含水状態により異なり、図ではその

例として、締固め力に対し比較的急激に密度が増加するtype　1と締固め力に対し徐々

に密度が増加するtype　2とが描かれている。

●

ULU侮飽爾

Ω飽

60ρ

ミ主ω50栖占

FL　　　　Fu

Compaction　Force

図7－4　土の締固め特性に関する一般的模式図
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　まき出した土の表面に締固め力を加える場合、上部における力は下部に伝えられる

力よりも大きい。図7－4中の　Fu、FLはそれぞれ地中の上部と下部に伝えられ

る力を想定している。このときtype　l、2の土に対しFu、FLに相当する締固めが

行われると考えれば、それぞれの土に対し下部密度と上部密度との比　ρdL／ρdU

を求めることができる。図より明らかなように、ここで与えたFu、FLに関しては

type　1の土の方がtype　2の土より密度比　ρd1／ρdU　が大きいことがわかる。

　このように同じ締固め力を加えられても土の締固め特性、特に密度～締固め力関係

の曲線のなだらかさにより地中の締固め状況が異なる。逆の見力をすれば、地中の締

固め状況を予測するには、この曲線のなだらかさを定量的に把握する必要がある。

本章では、この目的のために第6章で述べた双曲線近似法を利用する。第6章では、

密度とローラの転圧回数、あるいは、ランマの突固め回数との関係を近似するのに

双曲線近似法を用いたが、ここでは密度と締固め力との関係を近似するためにこれを

用いることにする．すなわち、土を何らかの方法により締固めるとき、得られる密度

と締固め力との関係を次式により近似するわけである。

ρd　＝ρdO十
F

α＋βF

ρd　　　締固め後の土の乾燥密度（kg／m3）

ρdO　：　締固め前の土の乾燥密度（kg／団3）

F　　：　振動、圧力、衝撃などの締固め力

α、β：　パラメータ

（7－2）

ここで、パラメータβは、前章で述べたように無限に力を加えて締固めを行ったとき

に達成できる密度と初期密度との差の逆数を表わす。また、パラメータαは図7－4

の曲線の初期接線勾配の逆数であり、αの値が小さいほど急に立ち上がる曲線を表わ

す（type　1）．そこで、パラメータαにより本章で問題となる土の締固め特性を表わ

すことにし、これと地中の締固め状況（下部密度と上部密度の比）との関係を計算に

より調べた。
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　計算ではβ＝0．OOI　m3／kg、ρdo＝1000　kgん3　とし、地中深部になるほど締固め

力が減衰することを考慮して下部の締固め力FLを上部の締固め力Fuの1／3とし

（7－2）式により下部と上部の密度を計算した。ここで、下部の締固め力を1／3とし

たのは、ローラの接地幅としてd＝0．lmを想定し、図7－3においてこれに対応す

る応力比の値より決定した。この計算により得られる下部密度／上部密度の比とパラ

メータαとの関係を求めたが、締固め機械の能力が機種により異なることを想定し、

Fuについては300、150、60の3段階について検討を行った。なお、締固め

力Fについてはそのディメンジョンが圧力、振動、衝撃などにより異なるので、計算

ではディメンジョンを付けずに用いている。

　図7－5は、計算の結果である。この図から、

1）締固め力が大きいとき、下部と上部の密度比はαとともに減少する。

2）締固め力が小さいと密度比はαのある値までは減少するが、それ以上ではαとと

　もに増加する。

3）締固め力が大きいほど、密度比も大きく、地中までよく締固めることができる。

ということがわかり、土の締固め特性として採用したパラメータαが地中の締固め

状況に大きな影響を及ぼすことが予想される。

哀

∫

ミ

』

：8。

歪

＼

＼

　　　Fu　F1

　　6020
－・－ P5050
－●－ R00100

0　　20　　40　　60　　80　100　120　140

　　　Parameter　α　（x1σ3　m3／kg）

図7－5　地中の密度比と土の締固め特性との関係
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　次に、建設機械化研究所の試験結果を基に、比較的データー数の多い振動ローラに

ついてパラメータαと地中の締固め状況の実測値との関係について検討を行った。

7－6　振動ローラと地中の締固め状況

　建設機械化研究所のデーターでは、各々の機械につき含水比を4種類変えて試験が

行われており、これらの含水比により土の締固め特性も異なる。そこで、突固め試験

を利用して各々の含水比の土に対する締固め特性（パラメータα）を求めることにす

る。ここで突固め試験を採用したのは、第6章で述べたように、この試験が締固め試

験として一般によく普及しており、また、手軽に行うことができるからである。

　実験は、建設機械化研究所で用いられたのと同じ砂質回一ムに対し、JISA1210第1

法に準じて実施した。実験手順は、まず1000ccモールドに土を3層に分けて入れ、

各層あたりの突固め回数を5、lO、15、25、45回の5段階変化させて締固め

を行う。このとき、最初、ゆる詰めにした各層の土の表面にモールドと同じ直径の薄

板を置き、この上に2009の重りを10cmの高さから10回落下させ、予備的な締固

めを行い、これを初期状態とした。この実験を7．4、9．9、12．1、14．5、17．5％の5段

階の含水比の土に対して実施し、パラメータαと含水比との関係を求めた。

　図7－6は、実験より得られた密度と突固めエネルギーとの関係を含水比別に描い

たものであり、図7－4に対応する。これより、各々の含水比についてαの値を求

め、その関係を図示すると図7－7のようになる。ここで、図中の実線はプロット点

を連ねたものである。αの求め方についてはすでに前章で述べているのでここでは省

略する。

　なお、図7－7のパラメータαのディメンジョンは、図7－5と異なる。これは、

図7－5を求めるための計算では、αを決定する密度～締固め力関係（図7－4）の

締固め力として圧力、振動などの一般的な締固め効果を想定したため、これを無次元

で表わしたが、図7－7では、突固め試験からαを決定したため、締固め力のディメ

ンジョンとして、N・mを与えたためである。
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　建設機械化研究所のデータでは機種により試験時含水比が多少異なるので、図7－

7からそれぞれの含水比の土に相当するαの値を求め、これと実測による下部と上部

の密度比をプロットすると図7－8、9、10のようになった。ここで3つの図の違

いは振動回一ラの能力の違いを表わしており、図7－8が動線圧（Dynamic　Line

Pressure　DLP）60・kN／m以上の大型のも

の、図7－10が30・kN／皿以下の小型の

もの、図7－9がその中間の振動ローラ

に対する結果である。これらの図では前

節の計算結果から得られた1）、2）、

3）の事項と同じ傾向を示しており、地

中の締固め状況に対する前節の考え方が

正しいこと、ならびに土の締固め特性を

表わす指標として、密度～締固め力関係

における双曲線近似法のパラメータαが

右効であることがわかる。
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図7－8 地中密度比とパラメータα
との関係（大型振動ローラ）
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図7－9 地中密度比とパラメータα
との関係（中型振動ローラ）
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との関係（小型振動ローラ）
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7－7　最適まき出し厚さの決定

　以上の結果を利用して、最適まき出し厚さを決定する手法について検討を行う。

　最適まき出し厚さの定義は造成する構造物の種類、施工方法などにより異なるが、

今回は、まき出し層全体が均一に締固まるという意味から、

　　　rまき出し層下部の密度が上部密度の95％以上となる最大の厚さ』

と定義することにする。

　前節までの結果を考慮し、最適まき出し厚さを決定する上で、次の仮定を設ける。

1）土中の締固め状況に及ぼす土質特性の影響は、エネルギーを変えた突固め試験か

　ら得られるパラメータαのみによりおさえることができる。

2）締固め機械が発揮する締固め力の土中での伝播特性は、機械特性により決まり、

　土質特性の影響を受けない。

　上述の仮定は厳密には正しくないが、近似的には認め得るものとして、この仮定の

もとに話を進める．

　まず、1）、2）の仮定にもとづき、図7－2のローラ載荷により締固められる地

中土の密度分布を計算により調べ、これより95％密度を生じるまき出し厚さを求め

てみる。

　計算は、密度～締固め力関係として（7－2）式を用い、表面に加えられた締固め力が

7－4節で用いた（7－1）式に従い地中に伝わっていくとする。このため、（7－1）式に

おいて、載荷重Pを地表面に加えられる締固め力Fに置き換え、地中応力を単位面積

当たりの土が受ける締固め力と考えることにする。これより土中の深さと締固め力の

大きさとの関係を求め、（7－2）式よりそれに相当する密度を計算すれば地中の密度分

布を求めることができる。ただし、ここでいう締固め力とは、圧力、振動、衝撃など

締固めを生じさせる作用の総称という意味である。
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　図7－11（a）はこの結果を表わしたものである。計算条件は、ρdo＝IOOOkg／■3、

b＝0．001回3／kg、表面に加える締固め力F・＝・200、転圧幅B＝2姐、接地幅d＝

0．2匝で、αの値を0．03、0．06、0．12ロ3／kgの3段階変化させている。また、同図

（b）は、同様にF＝50の場合について同じ関係を求めたものである．ただし、この場

合には4節の考察に従い、締固め力に応じて接地幅も小さくなるとしてd＝0．05回で

計算を行っている。
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ρ 図7－11　地中締固め密度分布に関する計算結果

，

　この図から、ローラによる締固めを図7－2（b）に示されるような帯状荷重による

締固めとしてモデル化した場合、

1）パラメータαの値により地中の密度分布が大きく異なる。

2）地表面に加えられる締固め力が大きいほど密度分布の減衰が小さい。

ことがわかる。図7－11から、それぞれの場合について95％密度を生じる深さを

求めることができるので、これとパラメータαとの関係をプロットすると図7－12

のようになる。図では、　（1）F＝500、d＝0．5m、　（2）F　＝・200、d＝0．2皿、

（3）F＝50、d＝0．05　mの3ケースについての結果を示している。図より明らか

なように下部密度が上部密度の95％となる深さはパラメータαとともに減少し、

また、加える締固め力が大きいほど、その探さも大きくなることがわかる。

1　25



　1．4

言1・2

）

訟1．O
’曇

ゆ

00．8

80．6
ち

1：：：＼＼e、一．一．一一ee－e－

　　　　　、、～一＿＿＿＿＿＿＿＿＿一＿＿＿

　　0　　　20　　40　　60　　80　　100　120　140

　　　　　　Parameterα　（x1σ3m31　kg）

図7－12 95％密度深さとパラメータα
との関係に関する計算結果

b

次に以上の結果を確認するため、建設機械化研究所のデータを利用して、実際に

95％密度を生じる深さを求めた。試験データでは前述のように16回転圧後の上部

と下部の密度と締固め前の密度しか与えられていないため、

，

z＝　0■

z＝0．3ロ

Z：＝　　◎o

上部密度

下部密度

初期密度

とし、密度がこの条件のもとで探さとともに指数的に減少すると仮定して、任意深さ

における密度を求めた。これより95％密度を生じる探さを計算し、図7－12と同

様の方法により、パラメータαに対して描くと図7－13のようになった。図では、

大、中、小型の振動ローラの結果を同時に載せており、その境界と思われる所に破線

を入れ、領域に分けている。
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図7－13　95％密度深さとパラメータαとの関係に関する実験結果
　　　　　　（最適まき出し厚さ決定のための図）

　この図から、先の計算結果と同様に

1）95％密度深さはαとともに減少すること

2）動線圧の大きい振動ローラほど95％深さは大きく、地中探部まで締固め効果が

　及ぶこと

がわかる。また、

3）パラメータαが大きく、密度～締固めエネルギー関係がなだらかな曲線を示す土

　（含水比の低い土に多い）では、機械能力が大きくても、まき出し厚さ0．3旭では

　下部まで締固まらない。

4）能力の小さな振動ローラでは、まき出し厚さをかなり小さくしないと均一な締固

　めが得られない。

ということもうかがえる。
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　今回は、砂質ロームに対する試験結果から図7－13の関係を求めたが、本節の最

初に設けた仮説が成り立つとすれば、この関係は土質によらず成立する．この場合、

図7－13を利用し個々の振動ローラの能力と土質特性を考慮して、まき出し厚さを

決定することができる。その手順は、

1）用いる振動ローラの動線圧を決定する。

2）対象とする土に対し、エネルギーを数段階変えた突固め試験を行い、パラメータ

　αを決定する。

3）図7－13において、用いる振動ローラの動線圧に対する領域の下限値とパラメ

　ータαから、まき出し厚さを決定する。

である。ただし、図7－13は、上部の95％密度が得られる深さを示しており、

最適まき出し厚さに対する考え方がこれと異なる場合には、別途、図7－13に相当

する図を求める必要がある。

7－8　結　　論

　以上締固め機械の種類、能力、土質特性と地中の締固め状況との関係について検討

を行ってきた。その結果、

1）地中の締固め状況には、締固め機械の車輪と地表面との接地幅が影響を及ぼし、

　接地幅が大きいほど、地中の上部と下部の密度差は小さくなる。この意味からタイ

　ヤローラは鉄輪ローラに比べ均一な締固めができる。

2）機械が一定のとき、土の締固め特性、特に密度～締固め力関係の曲線のなだらか

　さは、土中の締固め状況を決定するが、これは、その土の密度～締固め力関係を

双曲線近似法で近似することにより得られるパラメータαにより定量的に表現する

　ことができる。

3）振動ローラによる締固めでは、エネルギーを数段階変えた突固め試験によりパラ

　メータαを求めることができ、これにより地中の締固め状況をよく説明できる。

1　28



）

4）振動ローラによる締固めでは、上記のパラメータαを用いて、図7－13より

　最適まき出し厚さを決定できる。ただし、ここでいう最適まき出し厚さとは、下部

　密度が上部密度の95％となる地中の深さで定義されるものである。

という結果が得られた。なお、本論文では、まき出し層内の土の密度の均一性に着目

し、まき出し厚さを検討したが、このとき対象としている振動ローラにより規定の

密度が得られるということが前提となっていることに注意する必要がある。

　今後の問題点としては、

1）今回は建設機械化研究所のデーターを用いたため転圧回数を16回に限定してお

　り、図7－13も16回転圧時を想定したものである。転圧回数がこれより少ない

　場合には、図より得られる最適まき出し厚さも補正する必要がある。

2）今回は土質による影響がパラメータαのみにより表わされるとして話を進めてき

　たが、この考え方の妥当性について現場実験により検討を行う必要がある。

などが考えられる。

N

参考文献
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第8章　　結 論

　本論文は、従来、経験に頼るところの多かった土の締固め施工を再検討し、より

合理的な締固め施工のあり方について考察を行ったものである。一連の研究では、土

の力学特性をできるだけ多く施工の考え方に反映させる方針を重視した。以下、各章

で得られた結果をまとめて示し、これをもとに合理的な締固め施工法の考え方につい

て結論を述べる．

　第2章では、土の締固めにおける水の作用を理論的に考察し、土の締固め曲線の機

構を明らかにした。ここでは、土を等大球の集合体でモデル化し、土粒子接点におい

て保持される懸架水の表面張力により生じる粒子間力の効果を理論計算により検討

し、土の締固め曲線が理論的にも描き得ることを示した．この結果、土の締固めに

おける水の働きが明らかになり、次に述べる締固めた不飽和土の力学特性における水

の作用に対して基本的な考え方を与えた。

　第3章では、JISで規定された突固め試験にもとつく密度管理に重点がおかれて

いた従来の締固め施工管理基準に対し、土の力学特性にもとついた締固め施工管理基

準の考え方を示した。ここでは、特に、締固めにより造成された盛土が、降雨などに

より水浸を受けたときに破壊、変形を起す可能性が高いことを考慮し、水浸後も所定

の強度を保ち、かつ、破壊につながるような変形が生じないような締固め施工管理基

準の決定方法について考察した。この目的のため、第2章の議論にもとづき、締固め

た不飽和土が水浸を受けたときに示す体積変化、強度低下の原因を土中の水の表面張

力に起因する土粒子間力の消失によるものと考え、これらを予測する手法を提案し、

その適用性を室内試験により確認した。さらにこの結果を用い、水浸時挙動を考慮し

た締固め施工管理基準の考え方を示した。

　第4章では、室内締固め試験として最も一般的に利用されている突固め試験におけ

る土の締固め機構について、塑性波頭の伝播という考え方のもとに検討を行った。

これは、次章の振動ローラの締固め機構に関する研究とともに、第6章の室内締固め

試験と現場締固めとの対応を論じるときの基礎となる研究である。
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　突固め試験は、規定のランマを落下させ、土を締固める試験であり、土はランマと

土表面との衝突により生じる塑性波頭の伝播により締固められると考え、これを数値

シミュレーションにより検討した。この結果、従来、突固め試験の締固めエネルギー

の算定法として用いられてきたrランマ重量X落下高さ』の値が同じでも、その組合

せにより締固め効果が異なること、すなわち、ランマ重量が小さく、落下高さが大き

いときには地表面付近の土は高密度に締固められるが、ランマの効果は地表面付近で

減衰し、地中の深部の土はほとんど締固められないこと、逆に、ランマ重量が大き

く、落下高さが小さいときには、締固めの絶対量はそれほど大きくないが、地中深部

まで比較的均一に締固まることなどが明らかとなった。

　第5章では、振動回一ラの締固め効果について検討を行った。振動ローラの締固め

効果として、

　1．転圧輪の自重と起振力が地表面に載荷されることにより生じる圧力の効果

　2．振動により土粒子間のかみ合いがゆるむ効果

　3．振動輪が地表面より飛び上がり、再び地表面に衝突するときの衝撃効果

の3項目を考え、各々の締固め効果の相互比較を行った．この結果、実際の振動n一

ラによる締固めでは、これらの効果が組み合わされ、土が締固められていくが、日本

のような比較的含水比の高い土を締固める場合には、2．の振動による効果は小さい

と考えられ、また、3．の振動輪の衝突による効果も1．の圧力の効果に比べると小さ

いことが第4章の衝撃締固めに関する計算により明らかとなった。ここでは、この

結果をもとに、振動n一ラの能力の指標として、振動輪の重量、起振力と転圧幅より

算定される動線圧が右効であることを示した。

　第6章では、最近の土工現場で最も一般的に用いられている振動ローラを取り上

げ、これによる締固めと室内突固め試験との対応関係を考察した。さらに、この結果

を利用し、振動ローラを用いて得られる現場での締固めを突固め試験により予測する

手法について検討を行った。簡単に概要を説明すると、

1　3　1



■

‘

突固め試験と振動回一ラとの対応を

　　1．振動ローラの能力とランマの能力との対応

　　2．振動ローラの転圧回数とランマの落下回数との対応

という2種の対応関係に分離し、それぞれ個別に議論した。これらの対応関係を求め

る方針としては、全く同じ土を種々の振動ローラと種々の落下エネルギーによる突固

め試験を用いて締固め、同じ密度が得られるところを対応点として、この対応関係を

第4章、第5章の結果にもとつく理論的考察、ならびに、17種の振動ローラの締固

め試験とこれと同じ土を用いて実施した突固め試験結果を用いて考察を行った。その

結果、個々の振動ローラの動線圧とそれに対応する突固め試験のランマの落下エネル

ギーとは比例すること、また、後に述べる現場実験の結果も考慮したところ、振動ロ

ーラの転圧1回がランマの落下3回に相当することが明らかとなった。以上の結果を

もとに、現場で振動回一ラを用いて得られる締固め土の密度を突固め試験により予測

する手法を提案し、その適用性を現場実験により確認した。

　第7章では、土の締固め施工において、最も重要な施工条件の1つである土のまき

出し厚さを室内試験の結果から簡易的に決定する手法について考察した。ここでは、

まず、締固めた土の地中での密度分布が機械の能力や土質特性により異なる理由を

ローラの通過により生じる地盤内応力にもとつく理論的考察ならびに多種類の転圧用

ローラの締固め試験結果を用いて考察を行った．この結果、地中の締固め密度分布に

及ぼす土質特性の影響は、突固め試験における密度～突固めエネルギー関係を双曲線

で近似するときに得られる土質パラメータにより評価できることが明らかとなった。

さらに、この結果にもとづき、振動回一ラを用いた締固め施工における最適まき出し

厚さを突固めエネルギーを数段階変えた突固め試験結果と振動ローラの動線圧より決

定するための図を示した。これにより、従来、経験か実機を用いた盛立試験に頼って

いたまき出し厚さの決定が簡単な室内試験により行えるようになった。

　以上が一連の研究により得られた知見である。これをもとに、合理的な締固め施工

法のあり方をまとめてみる。
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　図8－1は、図1－3と同じく、今回提案した締固め工法の手順を示したものであ

る。今回得られた結果をもとにもう一度ふり返ってみると、以下のようになる。

①まず、造成しようとする土構造物の設計から

締固めた土が具備すべき強度、変形性、透水性

等の力学特性が決まる。

②次に、この力学特性を満足するような締固め

施工管理基準を決定する。この決定には、第3

章で考察したr水浸時の締固め土の強度低下、

体積変化を考慮した締固め施工管理基準の決定

力法』に従えばよい。この場合、施工管理基準

は締固め後の土の間隙比（密度）により与えら

れる。

③施工管理基準が決定されたならば、次にこの

基準を達成するための締固め方法を決定する。

締固め施工法の決定では、使用するローラの機

種の選定、転圧回数、まき出し厚さ等の施工条

件の決定を行う必要がある。機種の選定にあた

っては、第6章のr突固め試験による現場締固

めの予測手法』を利用する。すなわち、多数の

盛　　土　　の　　設　　計

①

必要とされる土の力学特性

強度・変形性・透水性

②

施　工　基　準　の　決　定

③

締　固　め　方　法　の　決　定

機械の選定　施工条件の決定

④

締　　固　　め　　施　　工

⑤

締　固　め　度　の　判　定

図8－1　合理的な締固め施工法

振動ローラを想定した突固め試験を現場で用いられる土に対して実施し、現場での

密度～転圧回数関係を予測する。この結果から、施工基準を満たすのに最適な振動

ローラの機種と転圧回数の組み合わせを決定する。さらに、エネルギーを変えた突固

め試験を行い、第7章の議論に従い、先に決定した振動ローラに適したまき出し厚さ

を決定する。

④⑤以上の決定にもとづき締固め施工を行い、締固め状況を計測する。

以上が、本研究において提案した締固め施工法の考え方である。
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　ここで取り上げた問題は、土の締固めに関する諸問題のうちのごく一部であり、土

の締固め施工法の一つの考え方を示したにすぎない。土の締固めは、まだまだ解明す

べき問題を含んだ研究分野であり、また、非常に興味深い研究対象である。

b

b

T
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